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第１章 地域福祉計画について 
 

１．計画策定の背景 

従来のわが国の社会福祉は、戦後間もない時期において生活困窮者対策を中心とし

て出発し、経済成長と共に発展してきましたが、長い間、高齢者、障害者など限られ

た人に対する行政からの給付や施設入所措置という形が中心でした。 

その間、高度経済成長時代に農村から都市への大規模な人口移動が起こり、過密と

過疎が問題化し、農村と都市の双方でかつての伝統的な家庭や地域の助け合い機能は

弱くなりました。低成長時代に移ると地域間の人口移動は少なくなりましたが、核家

族化、少子・高齢化が進展し、介護が地域で身近な問題となりました。また、自殺や

ホームレス、家庭内暴力、虐待、ひきこもりなどが新たな社会問題となっています。 

他方で、近年、ボランティアやＮＰＯ法人などの活動が活発化し、社会福祉を通じ

て新たなコミュニティを形成する動きも見られます。 

こうしたなか、国は社会福祉基礎構造改革に取り組み社会福祉の抜本的な改革がな

され、平成１２年社会福祉事業法改正により改称された社会福祉法の中に「地域福祉

の推進」が明確に規定されました。その意義は、平成１０年６月１７日中央社会福祉

審議会社会福祉構造改革分科会が発表した「社会福祉基礎構造改革について（中間ま

とめ）」及び社会福祉法第３条、第４条に示されています。 

これからは、個人の尊厳を重視し、対等平等の考えに基づき、地域住民すべてにと

っての社会福祉として、かつ、地域住民すべてで支える社会福祉に変わっていかなけ

ればなりません。そのためには社会福祉に対しての地域住民の理解と協力、つまり地

域住民の参加と行動が不可欠です。 

佐倉市は、昭和２９年町村合併により誕生し、当時の人口は約３万５千人でしたが、

その後市外から移り住む方を迎え入れ、今や約１７万５千人の都市に成長しました。

佐倉市においても、前述の家庭や地域の助け合い機能の弱体化など社会の変化は例外

でありません。こうした現状を踏まえ、私たちは今日の時代状況にあった新たな地域

福祉を確立する必要があります。 

佐倉市地域福祉計画は、当事者主体の立場に立った福祉サービス提供システムと、

住民が多様な生活上の課題について、市、関係機関、事業者等との協働のもとに、自

らその解決に向けた取り組みができる方策を、構築していくことを目指しています。 

 

【参考】 

社会福祉基礎構造改革について（中間まとめ）（抜粋） 

○成熟した社会においては、国民が自らの生活を自らの責任で営むことが基本となるが、生

活上の様々な問題が発生し、自らの努力だけでは自立した生活を維持できなくなる場合が

ある。 

○これからの社会福祉の目的は、従来のような限られた者の保護・救済にとどまらず、国民
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全体を対象として、このような問題が発生した場合に社会連帯の考え方に立った支援を行

い、個人が人としての尊厳をもって、家庭や地域の中で、障害の有無や年齢にかかわらず、

その人らしい安心のある生活が送れるよう自立を支援することにある。 

 

【参考】 

社会福祉法（抜粋） 

(福祉サービスの基本的理念) 

第３条 福祉サービスは、個人の尊厳の保持を旨とし、その内容は、福祉サービスの利用者

が心身ともに健やかに育成され、又はその有する能力に応じ自立した日常生活を営むこと

ができるように支援するものとして、良質かつ適切なものでなければならない。 

（地域福祉の推進） 

第４条 地域住民、社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行

う者は、相互に協力し、福祉サービスを必要とする地域住民が地域社会を構成する一員と

して日常生活を営み、社会、経済、文化その他あらゆる分野の活動に参加する機会が与え

られるように、地域福祉の推進に努めなければならない。 

（市町村地域福祉計画） 

第１０７条 市町村は、地方自治法第 2 条第 4 項の基本構想に即し、地域福祉の推進に関す

る事項として次に掲げる事項を一体的に定める計画（以下「市町村地域福祉計画」という。）

を策定し、又は変更しようとするときは、あらかじめ、住民、社会福祉を目的とする事業

を経営する者その他社会福祉に関する活動を行う者の意見を反映させるために必要な措置

を講ずるとともに、その内容を公表するものとする。 

１ 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

２ 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

３ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

 

【参考】 

●佐倉市は、まちづくりに関する自治運営に関して、相互に独立した団体及び個人が公共の

利益に資する同一の目的をもったまちづくりに係る事業に対し、対等の立場で連携の上、

協力し、及び協調して取り組む市民協働によるまちづくりを推進するため、「佐倉市市民協

働の推進に関する条例」が制定されています。（平成１９年１月１日施行） 

●また、個性を認め合い、協調性のあるまちづくりを推進するため、基本的人権を正しく理

解して、人権感覚の向上に努めるとする「人権尊重・人権擁護都市」を宣言しています。

宣言の中では、人権尊重の教育や啓発活動に積極的に取り組むとしています。（平成９年２

月宣言） 

●さらに、市民一人ひとりが互いの人権を尊重し、性別にかかわりなく社会のあらゆる分野

における活動に平等に参画する機会が確保され、かつ、共に責任を担うという男女平等参

画社会の実現を目指し「佐倉市男女平等参画推進条例」（平成１４年１２月制定）を定めて

います。 
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第３次佐倉市総合計画・後期基本計画 

佐
倉
市
地
域
福
祉
活
動
計
画
（
社
協
） 

連携 

佐倉市地域福祉計画 

横断的な視点から地域福祉を推進し、住民の多様な生活上の課
題について、市と住民、関係機関、事業者等が相互に連携しその
解決に向けた方向性を示すため、 
・ 福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項 

・ 社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項 

・ 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項 

などを定める計画 

佐
倉
市
健
康
増
進
推
進
計
画 

佐
倉
市
福
祉
の
ま
ち
づ
く
り
計
画 
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市
次
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代
育
成
支
援
行
動
計
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佐
倉
市
障
害
者
計
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倉
市
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齢
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祉
・
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護
計
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教
育
や
防
災
、
男
女
平
等
参
画
な
ど
さ
ま

ざ
ま
な
生
活
関
連
分
野
の
計
画
や
施
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２．計画の位置づけ 

本計画は、第３次佐倉市総合計画・後期基本計画を上位計画とし、社会福祉法第１

０７条に基づく市町村地域福祉計画として策定します。 

佐倉市は、これまで健康福祉分野の行政計画として、佐倉市高齢者保健・福祉・介

護計画、佐倉市障害者計画、佐倉市次世代育成支援行動計画、佐倉市健康増進推進計

画及び佐倉市福祉のまちづくり計画を策定して、個々の計画に基づいた施策が展開さ

れています。本計画は、これら佐倉市の健康福祉分野の計画における共通理念を定め、

横断的な視点から地域福祉を推進していくための計画です。 

また、本計画は、住民の多様な生活上の課題について、「佐倉市市民協働の推進に

関する条例」の理念のもとに市と住民、関係機関、事業者等が相互に連携しその解決

に向けた協働の方向性を示す計画であり、教育や防災、男女平等参画などさまざまな

生活関連分野にわたる計画や施策を一部内包しています。 

さらに、本計画は、社会福祉協議会が中心となって策定する民間の地域福祉活動計

画と相互に連携・補完しあう関係にあります。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1-1佐倉市地域福祉計画関係図 
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３．計画の期間 

本計画の期間は、第３次佐倉市総合計画・後期基本計画の計画期間の終期と整合さ

せ、平成２０年度から平成２２年度までの３年間とします。 

 

 

４．策定の方法と策定体制 

計画の策定にあたっては、(1)対象者横断的、(2)企画段階から当事者を含めた県民

と行政の協働という「健康福祉千葉方式」に基づき、また、計画策定過程そのものが

地域福祉推進であるとの考え方から、次の４組織を設置して市民と市が協働して手作

りの策定作業を行いました。 

（１）佐倉市地域福祉計画策定懇話会 

佐倉市地域福祉計画策定懇話会は、４つの策定組織の最上位に位置し計画素案の

取りまとめを行います。学識経験者、福祉施設関係者、民生委員・児童委員、商工

会議所関係者、公募市民など１５名で構成します。 

（２）佐倉市地域福祉計画策定作業部会 

佐倉市地域福祉計画策定作業部会は、生活課題の収集、分析、素案のたたき台作

成などを行います。福祉施設関係者、ケアマネージャー、民生委員・児童委員、高

齢者クラブ関係者、ボランティア、公募市民など３０名以内で構成します。 

（３）佐倉市地域福祉計画策定庁内検討会 

佐倉市地域福祉計画策定庁内検討会は、作業部会及び研究会の作業の成果を検討

して庁内関係各課の意見を調整します。福祉部長及び関係１２課の課長で構成しま

す。 

（４）佐倉市地域福祉計画策定庁内研究会 

佐倉市地域福祉計画策定庁内研究会は、作業部会の補佐と作業部会が行った作業

の成果について検討しました。福祉部調整担当及び関係１２課の職員で構成します。 

佐倉市はこれらの組織を平成１８年３月に設置しましたが、それに先立って、佐倉

市社会福祉協議会は平成１７年６月に計画策定組織を設置して地域福祉活動計画の策

定に取り組んでいました。 

計画の位置づけで述べたとおり、地域福祉計画と地域福祉活動計画は相互に連携・

補完し合う関係にありますので、両計画の策定組織が連携して計画策定作業を行いま

した。具体的には、両計画の計画策定過程において、相互に課題の共有、検討の方向

性の一致等を図るべく、合同により生活課題の収集・整理やタウンミーティングの開

催を行いました。（５ページ図 1-2、２４～２５ページ図 2-12 参照） 
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地域福祉活動計画策定委員会 地域福祉計画策定懇話会 

庁内研究会・検討会 

作業部会 

ワーキンググループ 

 

 作業部会 

ワーキンググループ 

タウンミーティング 

生活課題の 

収集・整理 

合同作業部会 

佐倉市地域福祉計画 

（行政計画） 

佐倉市地域福祉活動計画 

（民間計画） 

連携 

○計画素案作成 

○計画骨子案作成 

○計画素案作成 

○計画骨子案作成 

参加 

参加 

参加 

参加 
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加 

図 1-2 計画の策定体制 

パブリックコメント パブリックコメント 
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第２章 地域福祉を取り巻く現状と課題 
 

１. 佐倉市の特性  

（１）位置・地勢 

佐倉市は千葉県北部、下総台地のほ

ぼ中央に位置しています。東京都心へ

は西に４０キロメートルの距離にあり、

成田国際空港へは東に１５キロメート

ル、千葉市へは南西に１５キロメート

ルの位置にあります。 

東京の中心部へはＪＲ、京成電鉄で

約１時間、成田国際空港へはＪＲで 

２１分、京成電鉄で１６分、千葉駅へ

はＪＲで１６分で連絡できます。また、

市の南部には東関東自動車道の佐倉イ

ンターチェンジがあり、本市の産業活

動を支えています。 

市の北側には印旛沼があり、市域は印旛沼の南に広がる低地と斜面緑地に囲まれ

た台地からなっています。そして、その間を鹿島川、高崎川、手繰川、小竹川などが

流れ、印旛沼に注いでいます。台地は南が高く、北が低い地形で、標高は３０メート

ル前後です。台地の端部に位置する佐倉城跡、そして印旛沼周辺や、南部の農村地帯

などには豊かな自然が残されています。 

 

（２）沿 革 

佐倉市は、印旛沼とその周辺の河川がもたらす水利の良さと、比較的温暖な気候

に恵まれ、古くから人々が住みつき、生活を営んでいたことが、多くの遺跡からうか

がい知ることができます。 

中世には、千葉氏一族の原氏が臼井に城を構えて、天正年間まで広く周辺一帯の

地を支配していました。近世には、江戸を取り巻く要衝の地としての位置にあった佐

倉藩には、代々譜代大名が配置され、佐倉の町は現在の佐倉城跡を中心に城下町とし

て発展しました。また一方、本市を貫く成田街道筋も成田山詣の賑わいにより、臼井

宿などを中心に繁栄しました。 

明治に入り、佐倉城跡は陸軍に引き継がれ、佐倉は第２次世界大戦まで連隊の町

として栄えました。その後、昭和２０年８月の終戦とともに、地方の中心都市として

再出発をしました。そして、昭和５８年には、佐倉城跡に明治百年事業の一つとして

国立歴史民俗博物館が開館され、歴史のまち・佐倉にふさわしいシンボルになってい

図 2-1 佐倉市の位置 
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ます。 

市域の変遷は、昭和２９年３月、佐倉町など近隣６か町村が合併して佐倉市とな

り、その後、現在の千代田地区などを編入し、現在に至っています。 

市域は旧町村界によって大きく７地区に分けられますが、いずれの地区も水と緑

の自然環境との調和や伝統と文化が薫る歴史的な環境との調和を保ちながら、発展し

ています。城下町としての歴史を持つ佐倉地区はかつてから行政の中心地区として、

南部に位置する根郷、和田、弥富地区は農業地帯であるとともに県内有数の内陸工業

団地が展開する地区として、そして西部に位置する志津、臼井、千代田地区は宅地開

発による人口増加に加えて商業等の成長もめざましい地区として、それぞれに豊かな

個性を持って発展しています。 

 

 

 図 2-2 佐倉市の７地区 
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２. 人口動態 

（１） 総人口の推移  

佐倉市の平成１８年３月末の住民基本台帳による総人口は 174,984 人です。市制

が施行された昭和２９年３月末の人口は 35,196 人ですから５２年間で約 4.97 倍に増

加したことになります。特に昭和４０年３月末から平成１０年３月末にかけて毎年数

千人規模で人口が増加し、40,528 人から 170,292 人と３３年間で約 4.2 倍に増加し

ました。平成１０年３月末に人口が１７万人を超えてからは緩やかな増加傾向となり

平成１７年３月末、平成１８年３月末の対前年度人口は減少しています。 

人
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158,725
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資料：住民基本台帳人口（各年３月末現在） 

 

 

（２） 将来人口の推計  

佐倉市の総人口は、かつてのような大幅な人口増加は見られないものの、本計画

期間終了時においては、微増の概ね１７万６千人になるものと予測されます。（第３

次佐倉市総合計画・後期基本計画より。「本計画期間終了時」は平成２２年度末で

す。） 

図 2-3 総人口の推移 
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３. 高齢者の状況  

（１）高齢化率の推移  

６５歳以上の高齢者人口は、年々増加しており、平成１８年３月末には 29,931 人

になっています。昭和６３年と比較すると約 2.92 倍になっています。また、総人口

に占める割合も 7.8％から 17.1％へと上昇し高齢化が進展していることが顕著となっ

ております。 
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 資料：住民基本台帳人口（各年３月末現在） 

 

（２）要介護高齢者について  

介護保険サービスを利用するために、認定申請した高齢者のうち介護や支援を要

すると認定されたのは、平成１８年３月３１日現在で 4,335 人です。平成１３年３月

末から５年間で約 93％増加しております。 
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資料：介護保険課（各年３月末現在） 

図 2-4 高齢化率の推移 

図 2-5 要介護高齢者 
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４. 障害者の状況  

身体障害者数は、平成１８年３月に前年より減少しました。知的障害者、精神障

害者はいずれも増加傾向にあります。 
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資料：障害福祉課（各年３月末現在） 図 2-6 障害者の状況 
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５．子ども・子育て家庭の状況 

（１）年少人口率の推移 

１５歳未満の年少人口は、平成１８年３月末現在 22,315 人であり、昭和６３年３

月末と比較すると 7,038 人の減少となっています。また、総人口に占める割合につい

ても 22.2％から 12.8％へ低下しています。 
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 資料：住民基本台帳(各年３月末現在) 

 

（２）合計特殊出生率の推移 

合計特殊出生率は、平成１７年では 0.97 と全国・千葉県よりもかなり低く推移し

ております。 
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 資料：人口動態統計（各年１２月末現在） 

図 2-7 年少人口の推移 

図 2-8 合計特殊出生率の推移 
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６．生活困窮者の状況 

生活保護受給世帯は、年々増加傾向にあります。生活保護受給世帯全体に占める

割合で最も多い世帯類型は「高齢者世帯」で、次いで「傷病・障害世帯」が多くなっ

ております。 

生活保護受給世帯数（世帯類型別）
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資料：社会福祉課（各年度平均世帯数） 

 

 

 

図 2-9 生活困窮者の状況 
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７．社会資源（施設、事業所）の状況  

社会資源とは、人々の生活の諸要求や、問題解決の目的に使われる各種の施設、

制度、機関、知識や技術などの物的、人的資源の総称です。 

ここでは、地域福祉に関連する社会資源として、市内の社会福祉施設・事業所、

幼稚園、小・中学校、保健医療施設、自治会・町内会等集会所及び佐倉市が所有する

公共施設を下記の表のとおり区分して掲載します。（平成１８年３月３１日現在） 

なお、社会資源（施設、事業所）には複合施設の中にあるものもありますが、施

設等名称、機能が違っている場合は、別施設として数えております。 

【高齢者関連】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．地域包括支援センター １ 

２．地域介護相談センター ５ 

３．老人福祉センター １ 

４．老人憩の家 ３ 

５．シルバー人材センター １ 

６．高齢者福祉作業所 １ 

７．居宅介護支援（ケアマネジャー） ３６ 

８．訪問介護 ３６ 

９．訪問入浴介護 ３ 

10．訪問看護 ３ 

11．訪問リハビリテーション １ 

12．福祉用具貸与 １２ 

13．福祉用具販売 ４ 

14．通所介護（デイサービス） ２２ 

15．通所リハビリテーション（デイケア） ４ 

16．短期入所生活介護（ショートステイ：福祉） ８ 

17．短期入所療養介護（ショートステイ：医療） ４ 

18．介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） ５ 

19．介護老人保健施設（老人保健施設） ４ 

20．介護療養型医療施設 １ 

21．認知症対応型共同生活介護（グループホーム） ４ 

22．特定施設入所者生活介護（有料老人ホーム） １ 

23．ケアハウス（軽費老人ホーム） ２ 

【障害者関連】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．身体障害者療護施設 １ 
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２．視覚障害者更生施設 １ 

３．身体障害者通所授産施設 １ 

４．身体障害者デイサービス事業 １ 

５．身体障害者短期入所事業 ２ 

６．知的障害者入所更生施設 ２ 

７．知的障害者通所更生施設 ２ 

８．知的障害者グループホーム ２ 

９．知的障害者デイサービス事業 ２ 

10．知的障害者短期入所事業 ４ 

11．心身障害者福祉作業所 ２ 

12．心身障害者小規模福祉作業所 ２ 

13．児童デイサービス事業 ２ 

14．児童短期入所事業 ４ 

15．精神障害者小規模作業所 １ 

16．障害者生活支援センター(身体) １ 

17．障害者生活支援センター(知的) １ 
※障害者関連の各施設は、障害者自立支援法の規定により障害福祉サービス
（介護給付、訓練等給付を行う）、地域生活支援事業を行う施設に移行予定 

【子育て関連】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．保育園 １５ 

２．地域子育て支援センター ８ 

３．学童保育所 １３ 

４．児童センター ３ 

５．老幼の館 ２ 

６．幼稚園（教育施設だが便宜上この区分とした） １３ 

７．小学校（教育施設だが便宜上この区分とした） ２３ 

８．中学校（教育施設だが便宜上この区分とした） １１ 

【その他福祉関連】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．社会福祉センター（社会福祉協議会） １ 

２．地域福祉センター ２ 

３．中核地域生活支援センター １ 

【保健・医療関連】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．保健所 １ 

２．健康管理センター １ 



第２章 地域福祉を取り巻く現状と課題 

- 16 - 

３．保健センター ２ 

４．小児初期急病診療所 １ 

５．病院 ６ 

６．診療所 １０４ 

７．歯科医院 ８２ 

８．助産所 ３ 

９．薬局 ７１ 

【その他地域福祉に関連のある施設】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．公民館 ６ 

２．図書館 ４ 

３．ヤングプラザ １ 

４．コミュニティセンター ４ 

５．消費生活センター １ 

６．市民公益活動サポートセンター １ 

７．男女平等参画推進センター １ 

８．自治会・町内会等集会所 １５７ 

【その他の市の公共施設】 

施 設 等 名 称 設置数 

１．出張所、派出所 ７ 

２．臼井情報コーナー １ 

３．市史編さん室 １ 

４．佐倉草ぶえの丘 １ 

５．青少年センター １ 

６．市民体育館 １ 

７．青少年体育館 １ 

８．岩名運動公園陸上競技場 １ 

９．スポーツ資料館 １ 

10．市民音楽ホール １ 

11．美術館 １ 

12．佐倉順天堂記念館 １ 

13．旧河原家住宅 １ 

14．旧但馬家住宅 １ 

15．旧武居家住宅 １ 

16．旧堀田邸 １ 

17．教育センター １ 

18．佐倉新町おはやし館 １ 
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 前掲の社会資源のうち、【高齢者関連】【障害者関連】【子育て関連】の佐倉市７地

区における分布状況は、下図のとおりです。 
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図 2-10 高齢者、障害者、子育てに関連する施設等の分布 

 

 

志津地区 

千代田地区 

臼井地区 

佐倉地区 

根郷地区 

和田地区 

弥富地区 



第２章 地域福祉を取り巻く現状と課題 

- 18 - 

８．地域福祉の担い手の状況 

（１）社会福祉協議会・地区社会福祉協議会の状況 

佐倉市社会福祉協議会は、社会福祉法第１０９条により地域福祉を推進する中心

的な団体として位置づけられており、自治会、民生委員・児童委員、ボランティア、

福祉団体、福祉施設等、地域福祉を推進する住民及び団体により構成され、地域住民

を主体とした福祉活動を推進しています。 

また、社会福祉協議会が推進母体となって、住民参加による福祉の網の目づくり

のため、市内１４地区に地区社会福祉協議会（以下「地区社協」という。）が立ち上

げられ、それぞれの地区の特性に応じて福祉委員が中心となって住民と共に地域福祉

活動を推進しています。 

地区社会福祉協議会の状況            資料：社会福祉協議会 平成１８年４月現在 

佐倉西部地区社会福祉協議会  福祉委員 52 名 志津地区社会福祉協議会    福祉委員 103 名 

佐倉東部地区社会福祉協議会  福祉委員 81 名 ﾕｰｶﾘが丘地区社会福祉協議会  福祉委員 140 名 

内郷地区社会福祉協議会    福祉委員 54 名 西志津地区社会福祉協議会   福祉委員 68 名 

臼井地区社会福祉協議会    福祉委員 61 名 根郷地区社会福祉協議会    福祉委員 83 名 

臼井東地区社会福祉協議会   福祉委員 50 名 和田地区社会福祉協議会    福祉委員 46 名 

王子台地区社会福祉協議会   福祉委員 57 名 弥富地区社会福祉協議会    福祉委員 40 名 

志津南地区社会福祉協議会   福祉委員 79 名 千代田地区社会福祉協議会   福祉委員 64 名 

  合計  福祉委員 978 名 

 
図 2-11 地区社会福祉協議会の区域 
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（２）民生委員・児童委員、主任児童委員 

民生委員・児童委員及び主任児童委員は、民生委員法、児童福祉法により「住民

（児童、妊産婦）の立場に立って相談に応じ、援助を行う」こととされております。

地域福祉の最前線で活動しています。佐倉市には平成１８年４月現在１７９人の民生

委員・児童委員と１６人の主任児童委員が厚生労働大臣から委嘱されています。 

（３）自治会・町内会等 

佐倉市内には、○○自治会、○○町内会、○○区など（以下、「自治会・町内会

等」という。）地域によって名称は違いますが、多数の自治組織があります。自治

会・町内会等は、同じ地域に住む人々で親睦や交流を通じて連帯感を培い、地域に共

通する課題をお互いに協力して解決し、より豊かな地域づくりを進めていくために自

主的に組織された自治組織です。 

住民参加のまちづくりという点から、地域福祉の推進に重要な役割が期待されま

す。 

（４）ボランティア 

少子高齢化や核家族化が進み、家庭における扶助機能や地域コミュニティの相互

扶助機能が低下する中で、ボランティア活動は、高齢者や障害者、青少年を含む全て

の人々が共に支え合い助け合うまちづくりを推進する核となるものと考えられます。 

多くの人がボランティア活動に参加されることが期待されます。 

（５）その他 

その他の地域福祉の担い手としては、ＮＰＯ、社会福祉法人、高齢者クラブ、保

護司会、更生保護女性会、日赤奉仕団、ＰＴＡ、商店会などさまざまな団体・個人が

あげられます。 

 

 

９．計画策定における福祉課題 

計画の策定作業は、まず地域住民の生活課題を収集して、それをもとに計画を作

っていく方法で行いました。 

（１）生活課題の収集 

生活課題の収集にあたっては、地域福祉計画策定作業部会と地域福祉活動計画策

定作業部会が合同作業部会を設置して行いました。 

生活課題の収集は、次の４つの方法で行いました。 

① 住民座談会 

市内１８会場で住民座談会を開催して、延べ８０５名の参加をいただき生活課題

の収集を行いました。（資料編９５ページ参照） 

② 出前調査 

福祉施設や要支援者の団体計１３の団体を訪問して、ヒアリングによる生活課題

の収集を行いました。（資料編９６ページ参照） 
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③ アンケート調査 

無作為に抽出した２０歳以上の市民の方２，０００名にアンケートを発送して、

７５８名（回答率３７．９％）の方から回答をいただきました。（資料編９７ペ

ージから１２５ページ参照） 

④ 文献調査 

佐倉市の行政計画書、市民意識調査報告書、社会福祉協議会住民福祉懇談会報告

書などの資料から生活課題を収集しました。（資料編１２６ページ参照） 

これら４つの方法により収集した生活課題は、合計６,６８３件ありましたが全く

同じものや表現が違っていても同じ内容のものもあります。それを「高齢者関連」な

どの１１の区分に分類整理して１,７９８課題に取りまとめました。 

これらの課題は生活上の困りごとや要望など全般です。これらを福祉の視点から

次の表のように切り分けて「公」と「協」を行政計画である地域福祉計画で扱う課題、

「協」と「民」を民間計画である地域福祉活動計画で扱う課題にしました。 

ここまでの作業で合同作業部会は解散しました。 

区 分 説           明 課題数 

「公」 市が解決すべき課題 ３６３ 

「協」 市と民間が協働して解決すべき課題 ６２６ 

「民」 民間が解決すべき課題 ６０９ 

「その他」 福祉の課題として取り上げられそうもない課題 ２００ 
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課題総計 

１，７９８課題 

図 2-12 生活課題の概要 
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（２）地域福祉課題 

先の合同作業部会の作業で生活課題は、①高齢者関連、②子育て・教育関連、③

自治会・交流関連、④生活環境関連、⑤防犯・防災関連、⑥行政関連、⑦健康づくり

関連、⑧医療関連、⑨障害者・介護関連、⑩社協関連、⑪その他に分類してあります。 

地域福祉計画策定作業部会は、高齢者関連ワーキンググループ（①③④担当）、子

育て・教育関連ワーキンググループ（②⑤⑥担当）、障害者・介護関連ワーキンググ

ループ（⑦⑧⑨⑩⑪担当）に分かれて生活課題の分析作業を行いました。具体的には、

生活課題を福祉の視点で再分類して地域福祉課題に転換し、その項目ごとに「福祉課

題名」「収集した課題の概要」「現在の取り組みの状況」「これからの取り組みの方

向」を課題分析ワークシートにまとめました。 

 

 

      課題分析ワークシート 

福祉課題名 

収集した課題の概要 

 

 

現在の取り組みの状況 

 

 

 

これからの取り組みの方向 

 

 

 

 

 

作業部会３グループによるこの作業の結果、９８９あった「公」と「協」の生活

課題は次の項目の地域福祉課題にまとまりました。 

 

１．高齢者の外出支援の充実 

２．高齢者の交通安全の確保 

図 2-13 課題分析ワークシート 
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３．地域との交流支援・近隣社会のつながり 

４．バリアフリーの充実した街づくりと整備 

５．福祉基盤整備の充実 

６．災害時の高齢者の安全確保（含む防犯） 

７．福祉・医療相談窓口の充実 

８．自治会組織と福祉活動の連携 

９．福祉の担い手の育成と確保 

１０．地域福祉活動拠点の確保 

１１．高齢者就労機会の確保と高齢者の生きがいづくり 

１２．高齢者の生きがいづくりの支援 

１３．福祉サービス情報の啓発と徹底 

１４．高齢者福祉ニーズの把握 

１５．若年者に対する対策を 

１６．学童保育 

１７．その他（子育て、教育） 

１８．児童手当の見直し 

１９．子どもの安全確保 

２０．少子化対策 

２１．家庭教育・地域教育の推進 

２２．福祉教育の充実 

２３．安全安心な遊び場の確保 

２４．防災マニュアルの作成 

２５．情報不足 

２６．民生委員活動 

２７．介護予防 

２８．行政への対応 

２９．空きスペースの活用 

３０．地域福祉団体のネットワーク 

３１．バリアフリーのまちづくり 

３２．障害者の相談支援 

３３．障害者の自立支援 

３４．障害者の理解不足 

３５．知的障害者への対応 

３６．介護保険の利用 

３７．介護保険サービスの範囲 

３８．ケアマネジメントの向上を 

３９．要支援の利用者 
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４０．健康の自己管理 

４１．学校保健教育 

４２．救急医療 

４３．地域医療格差 

４４．軽スポーツ 

 

次に、課題分析ワークシートに記された「これからの取り組みの方向」をキーに

して作業部会全体会議で分類を行い、計画の基本目標とすべきキーワードを探りまし

た。そうしたところ「支えあい」「情報」「安全なまちづくり」「連携」の４つのキー

ワードにより課題分析ワークシートが分類され、それをもとに作業部会を４つのワー

キンググループに再編成して計画の執筆作業に取り組みました。（２４ページ～２５

ページの図 2-14 参照） 
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図 2-14 計画策定の流れ 

 

 

生活課題の収集 
 

○住民座談会 

   市内１８会場で実施。 

   参加者合計 ８０５人 

 

○出前調査 

 市内の福祉施設や当事者団体に出向

いてお話を伺い生活課題を収集。 

 中核地域生活支援ｾﾝﾀ 「ーすけっと」な

ど１３団体 

 

○アンケート調査 

  市民 無作為抽出 ２０００人 

       回収率  ３７．９％ 

 

○文献調査 

 佐倉市及び佐倉市社会福祉協議会等

の資料を調査して生活課題を収集。 
 佐倉市市民意識調査、住民福祉懇談会

報告書など 

生活課題の整理 
 

収集した生活課題を 1,798 課題に整

理し、次のとおり１１分類した。 

①高齢者関連 
②子育て・教育関連 
③自治会・交流関連 
④生活・環境関連 
⑤防犯・防災関連 
⑥行政関連 
⑦健康づくり関連 
⑧医療関連 
⑨障害者・介護関連 
⑩社協関連 
⑪その他 

計画で扱う課題の抽出 
 
生活課題を次のとおり切り分けた。

「公」：市が解決すべき課題 
「協」：市と民間が協力して解決す

べき課題 
「民」：民間が解決すべき課題 
「その他」：福祉の課題となりえな

い課題 
 
「公」と「協」は、地域福祉計画が

取り扱う。 
「協」と「民」は、地域福祉活動計

画が取り扱う。 

地域福祉活動計画と合同 
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地域福祉課題の分析 
 
作業部会を「高齢者関連」「子

育て・教育関連」「障害者・介

護関連」の３ワーキンググル

ープに編成。 
各グループは、生活課題を地

域福祉課題に転換して課題の

概要・取り組み状況・取り組

みの方向を課題分析ワークシ

ートまとめる。 
 

計画骨子案の検討 
 
課題分析ワークシートを分

類して、基本目標とすべきキ

ーワードを「安全なまちづく

り」「連携」「支えあい」「情

報」に設定し、作業部会を４

ワーキンググループに再編

成。 
各グループは課題分析ワー

クシートをもとに計画骨子

案の検討。 

計画素案の検討 
 

骨子案を基本にし

て、タウンミーティ

ングの意見を参考

に計画素案を検討。 

その際、作業部会の

４ワーキンググル

ープに懇話会、検討

会、研究会のメンバ

ーが加わって、たた

き台の執筆作業を

行う。 

計画素案の提言 
 
懇話会は計画素案

をまとめて市長に

提言。 
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第３章 地域福祉計画で目指す将来像と基本目標 
 

１． 地域福祉計画で目指す将来像 

佐倉市地域福祉計画で目指す将来像は、次のとおりです。 

 

一人ひとりが 自分らしく 安心して 暮せる 地域社会 

 

「一人ひとりが」は・・・・・地域で暮らすすべての人が、 

「自分らしく」は・・・・・・人としての尊厳をもって年齢や性別、障害の有無等に

かかわりなく、その人らしく、 

「安心して暮らせる」は・・・安心のある生活がおくれるように、 

「地域社会」は・・・・・・・地域社会全体で支えあうことを表すものです。 
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２．将来像を実現するための基本目標 

第２章では、住民が抱える生活全般にわたる課題を整理し、福祉の視点からそれ

ぞれの課題に対するこれからの取り組みの方向を検討しました。その作業で提案され

たこれからの取り組みの方向を分類したところ、健康で安心して暮らせる安全なまち

づくり、市と市民の協働体制を推進すること、みんなが手をつなぎ支え合い助け合う

こと、適切な福祉サービスを提供するための分かりやすい情報、の４つが重要である

ことがわかりました。 

このことから、地域福祉計画で目指す将来像「一人ひとりが自分らしく安心して

暮せる地域社会」を実現するための基本目標を次の４つに設定しました。 

 

 

基本目標１ 安心・安全なまちづくり 

地域のすべての人が、健康で安心して暮らせるためには、医療機関の情報提供や

予防医療、自立支援や在宅支援などの充実を図ることが大切です。 

また、日常生活を取り巻く環境をノーマライゼーションの視点に立ち、ユニバー

サルデザインを推進し安全なまちづくりを目指します。 

● 取り組みの方向 

１．地域医療の充実 

２．誰もが暮らしやすいまち 

３．自立するための在宅支援の充実 

 

 

基本目標２ 協働のしくみづくり 

住み慣れた地域でいつまでも生活していくためには、市民の自主的・主体的な地

域福祉活動が欠かせません。市は、その基盤整備として、活動の担い手の育成、拠

点・財源の確保について、市民と協働して取り組みを進めていきます。 

また、保健福祉の相談体制など地域福祉推進の体制づくりを市民との対話を図り

つつ進めていきます。 

● 取り組みの方向 

１．保健福祉相談体制の整備 

２．地域福祉推進の担い手の育成 

３．地域福祉推進の体制づくり 

４．地域福祉推進の資源・財源の確保 
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基本目標３ 交流と支え合いの地域づくり 

 地域に住む住民同士が子どもから高齢者まで世代を超えた交流を図ることで、自分

らしく生き生きと暮らし、みんなが手をつなぎ支え合い、助け合う地域社会をつくり

ます。 

また、住民や地域の福祉推進団体等を中心にネットワークづくりを進め、地域の

問題を地域で支え合い解決できるようなまちづくりを進めます。 

● 取り組みの方向 

１．地域福祉ネットワークづくり 

２．地域での交流の推進と生きがいづくり 

３．福祉、保健意識を高める 

４．健全な子育て支援の充実 

 

 

基本目標４ 分かりやすい情報のしくみづくり 

地域で自分らしく安心して暮らすことを誰もが望んでいます。そのためには、分

かりやすく正確な情報を必要な人が必要なときに利用して自己決定できると共に、安

心して自らの情報を発信できることが必要です。 

このような情報を共有するしくみづくりに取り組みます。 

● 取り組みの方向 

１．分かりやすい情報と利用しやすい窓口 

２．安全を守る情報のしくみ 

３．自己決定を支える権利擁護 
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３．地域福祉推進圏域 

地域の福祉課題やニーズには、近隣の助け合いや地域のボランティア活動などで

解決できること、公的福祉サービスや社会福祉法人等の専門的な支援が必要なこと、

さらに近隣の助け合いや公的福祉サービス等の複合的な支援が必要なことまで、きわ

めて多様な事項があります。 

地域福祉計画では、このような地域の福祉課題やニーズに対して、行政が行う公

的福祉サービスの提供すなわち行政の取り組みを計画化するだけでなく、地域住民等

の福祉の担い手が行う取り組みは何なのかを自らが明らかにする仕組みづくりが必要

です。 

このような取り組みを効率的、効果的に展開していくために、市全域を一単位と

して捉えるのではなく、小域福祉圏、中域福祉圏及び基本福祉圏の三層構造の地域福

祉推進圏域（図 3-1 参照）を設定します。 

小域福祉圏では、地域住民等の福祉の

担い手は、圏域内の福祉課題やニーズを掘

り起こすとともに、それの解決に向けた取

り組みを開発し展開していくことが望まれ

ます。 

中域福祉圏では、小域福祉圏の取り組

みだけでは解決できない福祉課題やニーズ

を抱えた方を支援するために、対象者横断

的な福祉総合相談支援体制とケアマネジメ

ント体制の構築を目指します。 

基本福祉圏では、小域福祉圏や中域福

祉圏で進められている取り組みを支援する

とともに地域福祉計画の進行管理を通して

課題対応や新たな課題の検討を行うなど、

総合的な地域福祉の推進を行います。 

 

それぞれの地域福祉推進圏域の範囲及び想定される機能は次のとおりです。 

小域福祉圏 

【範囲】 

 小域福祉圏の範囲については、小学校区の範囲又は市内１４の地区社会福祉協議会

の範囲が例としてあげられます。いずれにしても地域の実情に応じて地域内の住民や

団体等が連携を図る中で自然発生的に範囲設定されることが理想であり、小域福祉圏

の範囲は今後も検討していきます。 

【機能】 

・小域福祉圏では、福祉コミュニティづくりに向け、地域住民等が主体となって圏域

 

基本福祉圏 

市全域 

中域福祉圏 
図 3-2 の日常生活圏域
を基本に検討 

小域福祉圏 
例： 
小学校区２３地区 
地区社協区域１４地区 

 

図 3-1 三層構造の地域福祉推進圏域 
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内の福祉課題やニーズを掘り起こすとともに、それを解決する取り組みを開発し

展開していきます。 

・小域福祉圏では、圏域内のさまざまな地域福祉推進の担い手同士がネットワーク化

します。 

・市は、小域福祉圏域ごとにケアマネジメントの入口となる相談支援体制の整備（４

３ページ「地域福祉コーディネーター（仮称）の設置の検討」参照）を検討しま

す。 

 

中域福祉圏 

【範囲】 

 中域福祉圏の範囲については、佐倉市高齢者保健・福祉・介護計画の５つの日常生

活圏域（図 3-2 参照）を基本として今後検討していきます。 

【機能】 

・中域福祉圏では、小域福祉圏で進められている取り組みを支援します。 

・中域福祉圏ごとに対象者横断的な福祉総合相談支援体制とケアマネジメント体制の

構築を目指します。 

 

 

基本福祉圏 

【範囲】 

市全域。 

【機能】 

・基本福祉圏では、小域福祉圏や中域福祉圏で進められている取り組みを支援すると

ともに、地域福祉計画の進行管理を通して課題対応や新たな課題の検討を行うな

ど、総合的な地域福祉の推進を行います。 

図 3-2 佐倉市高齢者・保健・福祉・介護計画の日常生活圏域 
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第４章 どのように地域福祉を推進していくのか 

施策体系図 

将来像 基本目標

基本目標１  １ 地域医療の充実
（１）訪問医療などの情報提供
（２）休日・夜間の診療情報の把握
（３）禁煙運動の推進
（４）生活改善への実現プログラムの充実

 ２ 誰もが暮らしやすいまち

（１）交通バリアフリーの推進
（２）公共交通機関の確保
（３）公共施設等の整備・改修の推進
（４）防犯活動の体制作りの推進
（５）地域の防災マニュアルや防災地図の作成の支援

３ 自立するための在宅支援の充実
（１）福祉ニーズの把握
（２）移動サービスの推進
（３）地域包括支援センターの設置
（４）介護を行っている家族への支援の充実
（５）高齢者の雇用促進
（６）障害者の就労支援
（７）障害者の集いの場の確保

基本目標２　  １ 保健福祉相談体制の整備
（１）相談機能の充実
（２）介護予防の推進
（３）退院相談の整備

 ２ 地域福祉推進の担い手の育成
（１）民生委員・児童委員活動の充実
（２）地域福祉コーディネーター（仮称）の設置の検討
（３）ケアマネジャーの研修の支援

 ３ 地域福祉推進の体制づくり
（１）佐倉市地域福祉計画推進委員会の設置
（２）庁内における関係課の連携
（３）社会福祉協議会との協働体制の推進
（４）地域福祉推進会議（仮称）の設置

 ４ 地域福祉推進の資源・財源の確保
（１）既存施設の地域福祉活動拠点としての有効活用
（２）地域福祉活動への支援
（３）新たな地域福祉活動財源の検討

基本目標３  １ 地域福祉ネットワークづくり
（１）地域福祉ネットワークの設置
（２）ボランティアの充実

 ２ 地域での交流の推進と生きがいづくり
（１）生きがいづくりの充実
（２）交流の場の充実
（３）異世代交流の充実
（４）郷土愛による地域づくりの推進

 ３ 福祉、保健意識を高める
（１）福祉意識の向上
（２）保健意識の向上

 ４ 健全な子育て支援の充実
（１）子育て支援
（２）学童保育等の充実
（３）父親の子育てへの参加
（４）病後児保育の充実

基本目標４　  １ 分かりやすい情報と利用しやすい窓口
（１）分かりやすい情報の伝達と広報
（２）総合案内
（３）窓口間の連携

 ２ 安全を守る情報のしくみ
（１）災害時要援護者の登録
（２）災害時の情報システム作り

 ３ 自己決定を支える権利擁護
（１）権利擁護の相談体制の充実
（２）佐倉市社会福祉協議会との連携（地域福祉権利擁護事業）
（３）福祉サービスの向上

取り組みの方向

一
人
ひ
と
り
が
　
自
分
ら
し
く
　
安
心
し
て
　
暮
せ
る
　
地
域
社
会

安心・安全なまちづくり

交流と支え合いの
地域づくり

分かりやすい情報の
しくみづくり

協働のしくみづくり

図 4-1 施策体系図 
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基本目標１ 安心・安全なまちづくり 

 

１．地域医療の充実 

休日、夜間を問わず、誰もが病気になる可能性があります。すべての市民が安心

して暮らしていくためにも、身近で受けられる医療機関の情報を的確に把握し、提供

する必要があります。 

■収集した課題の概要 
地域医療に関する地域福祉課題には、「在宅医療の充実を望みます」「医療機関を

充実させてほしい」「休日、夜間を問わず、受診できる医療の情報がほしい」など、

在宅医療や医療機関を利用するときの的確な情報がほしいという声がありました。 

また、「自分の健康を守るために、検診や健康づくり事業をどのように利用すれば

良いか」など健康であるための予防医療の充実についての声もありました。 

■現在の取り組み状況 
現在、市では、通院による歯科医療を受けることが困難な在宅寝たきり老人等に

対し、訪問による歯科医療を実施しています。 

また、休日、夜間の救急医療を確保するため、健康管理センターに小児初期急病

診療所、休日夜間急病診療所を開設しています。小児初期急病診療所では、印旛郡管

内の小児科開業医や小児科病棟勤務医等を中心に毎夜間の午後７時から翌朝６時まで

と、日曜日、祝日、年末年始については午前９時から午後５時まで３６５日診療を行

っています。 

休日夜間急病診療所では、日曜日、祝日、年末年始の午前９時から午後５時まで

内科、外科、歯科の休日当番医療機関にて診療を行い、午後７時から午後１０時まで

は佐倉市健康管理センターに設置した休日夜間急病診療所で、内科、歯科の急病患者

の診療を行っています。また、同時間は外科、耳鼻科の救急患者待機医療機関として

各医療機関にて患者の受け入れを確保しています。 

また、初期救急医療では対応できない検査や、入院の必要な重い患者には、救急

医療病院郡輪番制方式により二次救急医療への紹介及び搬送を行い、地域医療の連携

を図り患者の受け入れを確保しています。 

一方、予防を中心とした市民の健康増進推進計画である「佐倉市健康増進推進計

画 健康さくら２１」が策定されており、タバコの害や禁煙を希望する人への支援な

ど目標達成に向けた各事業の計画的な推進が必要です。 

■これからの取り組みの方向 
（１）訪問医療などの情報提供 

医療機関が近くにない地域及び通院が困難な方のために、訪問医療などの情報

を提供します。 
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○市は、訪問医療などの情報の収集・提供を行います。 

○住民は、困ったときにも支えあい、助け合うコミュニティづくりを推進する

ことが望まれます。 

（２）休日・夜間の診療情報の把握 

休日・夜間における診療情報（近隣市町村の情報を含む）の収集・提供に努め

ます。 

○市は、休日・夜間における診療情報の収集・提供を行います。 

（３）禁煙運動の推進 

禁煙運動を推進して予防医療に努めます。 

○市は、喫煙による健康被害の予防、医療保険財政の健全運営に向け、禁煙を

推進します。 

○喫煙する住民は、タバコは自らの健康問題、非喫煙者への健康被害問題など

の影響を考え、禁煙に努めることが望まれます。 

（４）生活改善への実現プログラムの充実 

「佐倉市健康増進推進計画 健康さくら 21」の計画的な推進を図るとともに、

健康診査等に基づいた保健指導、生活改善に向けた実現プログラムの充実を図り

ます。 

○市は、専門的な知識を有する職員等の派遣、情報の提供等により、住民の生

活改善に向けた学習の取り組みを支援します。 

○住民は、自分の健康管理をしていくという意識を持ち、生活習慣を見直し改

善に取り組むことが望まれます。 

 

 

２．誰もが暮らしやすいまち 

障害者や高齢者を含むすべての人が住み慣れた地域で生きる喜びを感じ、安心し

て住み続けていくために、日常生活を取り巻く環境をノーマライゼーションの視点に

立ち、暮らしやすい、安全で人に優しいものにすることが必要です。 

■収集した課題の概要 
暮らしやすいまちに関する地域福祉課題には、「点字ブロックの整備や歩道の段差

解消」「エレベーターの設置」「身体障害者用トイレの設置」「住宅改造の助成」等の

道路・歩道の整備や公共機関のエレベーターの設置などの身近な住環境の整備につい

て様々な声がありました。 

「路線バスの回数が減ってしまい、病院への通院に非常に困っている」など公共

交通機関の少ない地域住民の外出・移動手段の確保を求める声がありました。 

また、地域社会において犯罪・災害等が増加しており、安全な生活を送るための
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予防対策として、地域における防犯・防災活動の充実が必要であるとの声もありまし

た。 

■現在の取り組み状況 
行政や民間事業者による整備事業として、駅や周辺地区、公共機関の建物に点字

ブロック、スロープ、エレベーターの設置等を進めています。しかし、まだ未整備な

箇所もあり、歩道の整備や道路の段差解消など計画的な改善が必要です。 

現在、弥富地区に地域住民の足として必要不可欠と思われる民間バス路線を確保

するため、市はバス会社への支援を行っています。 

また、自治会や地域ボランティアによる防犯パトロール、防災訓練の実施など、

地域防犯・防災に対する取り組みが行われています。今後は、充分な機能を果たすた

めさらに充実していく必要があります。 

その他、行方不明者の情報を佐倉市ホームページや防災行政無線で伝える「ＳＯ

Ｓネットワーク」、子どもが誘拐や暴力などの被害に遭ったまたは遭いそうになった

ときに駆け込めるよう民家や商店に協力いただいている「子ども１１０番の家」など

の取り組みがあります。 

■これからの取り組みの方向 
（１）交通バリアフリーの推進 

交通バリアフリーを推進し、誰もが外出・移動が容易にできるよう、交通環境

の整備に努めます。 

○市は、道路を巡る様々な障害を取り除くことが必要であり、構造的にはバリ

アフリーの充実、無電柱化の推進、側溝蓋の設置、点字ブロックの敷設充実、

街路灯の整備・補修などを一層推進します。 

○住民は、自治会等で管理する街路灯の整備・補修することが望まれます。 

（２）公共交通機関の確保 

公共交通手段が少ない地域の住民の外出・移動手段を確保します。 

○市は、バス会社に助成を行い、公共交通機関の少ない地域のバス路線の確保

を行います。 

（３）公共施設等の整備・改修の推進 

ユニバーサルデザインによる公共施設等の整備・改修を推進します。 

○市は、新たに公共施設を建設する場合や改築する場合には、ユニバーサルデ

ザインの考え方を導入します。 

○市は、介護保険事業による住宅改修費の支給を進めます。 

（４）防犯活動の体制作りの推進 

警察、地域住民、及び市が連携して、防犯活動に取り組みます。 

○市は、自治会やボランティア団体による防犯活動を支援します。また、警察、

住民、及び市が連携し、一体となって取り組むよう、防犯活動に関する情報
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の共有、リーダーの育成、犯罪を起こしにくい環境を整備するなど防犯体制

の充実に努めます。 

○住民は、自治会やボランティア団体による防犯活動を行い、防犯指導者研修

会、防犯シンポジウム等への参加など関係諸団体との連携を図ることが望ま

れます。 

（５）地域の防災マニュアルや防災地図の作成の支援 

自然災害の発生に備えるため、地域の自主防災組織の立ち上げや定期的な防災

訓練を実施するとともに、地域の防災マニュアルや防災地図を作成します。 

○市は、地域での自主防災組織の立ち上げや防災訓練を支援します。また地域

の防災マニュアルや防災地図を作成するための情報を提供します。 

○住民は、自然災害に備えるため、地域の自主防災組織を立ち上げ、地域の防

災マニュアルの作成や防災訓練を実施することが望まれます。 

 

 

３．自立するための在宅支援の充実 

住み慣れた地域で自分らしく生き生きと生活するために、自立支援、在宅支援の

より一層の充実を図ることが大切です。 

■収集した課題の概要 
自立支援、在宅支援を求める地域福祉課題には、「多様化する福祉ニーズに対応で

きる支援体制がない」「高齢者や障害者は外出や働く場に制約を受けている」「家族だ

けでの介護には限界がある」「福祉サービスを受けることに対する抵抗がある」など、

高齢化が進む中でどのようなサービスを受けられるのか、介護を行っている家族への

支援等の自立支援、在宅支援の充実を求める声が多くありました。 

「障害者の出会いの場、憩いの場が必要」など気軽に相談や集まれる場所の確保

を求める声もありました。 

■現在の取り組み状況 
民生委員・児童委員が住民の様々な福祉ニーズに沿って支援活動を行っています

が、その受け持ち範囲すべてを把握することは困難です。現在、地域の課題や福祉ニ

ーズを発見する仕組みが十分ではなく、地域の中で広く福祉について考えたり話し合

い、課題を解決に導く機会が無い状況といえます。 

佐倉市福祉部各課において、高齢者、障害、介護等の相談窓口を設けて情報の提

供をして福祉ニーズの対応を行なっていますが、複雑多様化したニーズに対応するに

は、総合的に相談に応じる体制を整備することも必要となっています。 

高齢者や単独で公共交通機関を利用することができない方に対して、社会福祉協

議会が実施している移動サービスやタクシー会社、ＮＰＯ法人等が介護タクシーを実

施し外出支援を行っております。 
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また、介護している家族の心身両面への支援体制や、各種サービスを受けていな

い方への情報提供などを充実することが必要です。 

職業相談所やシルバー人材センターなどにより雇用を斡旋していますが、昨今の

就職難もあり斡旋できる仕事量が少なく、高齢者等の就職が難しい状況となっていま

す。 

就労支援として、よもぎの園、南部よもぎの園で作業を行うことにより、仕事の

達成感や地域との交流を図っていますが、おこなえる作業が限られており仕事が少な

い状況となっています。 

また、ボランティアグループなどによるふれあい喫茶、いきいきサロンも行われ

ておりますが、気軽に誰もが参加できる場所の確保、各地区における定期的な開催が

必要といえます。 

■これからの取り組みの方向 
（１）福祉ニーズの把握 

関係機関（民生委員・児童委員、介護相談員等）は地域の福祉ニーズを的確に

把握することに努め、市は地域住民が各種サービスを受けられるよう関係機関と

十分な連携を図ります。 

○市は、関係機関が把握した福祉ニーズについて、住民が各種サービスを受け

られるよう連携を図ります。 

○社会福祉協議会等は、福祉ニーズを把握した場合には、市に連絡、相談し住

民が各種サービスを受けられるように支援します。 

○住民は、地域での交流や民生委員・児童委員等に要望などを伝えることが望

まれます。 

（２）移動サービスの推進 

高齢者や単独で公共交通機関を利用することができない方の外出を支援するた

め、利用しやすい移動サービスを推進します。 

○市は、移動サービスを実施しようとする社会福祉法人等に対し、安全性や利

便性についての指導を行います。また、移動サービスを利用したい方への情

報提供を行います。 

○社会福祉協議会等は、誰もが安心して外出できる移動サービスを充実させる

ことが望まれます。 

（３）地域包括支援センターの設置 

佐倉市高齢者保健・福祉・介護計画でいう日常生活圏域ごと（佐倉、根郷・和

田・弥富、臼井・千代田、志津北部、志津南部の５圏域）に、地域包括支援セン

ターを設置する方向で検討していきます。 

○市は、日常生活圏域ごとに地域包括支援センターを設置する方向で検討して

いきます。 

○住民は、地域での声かけなどを行い、交流を深めることが望まれます。 
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（４）介護を行っている家族への支援の充実 

福祉サービスを必要とする人の家族が安心して介護できるための相談や支援を

充実させます。 

○市、社会福祉協議会等は、介護を行っている家族が身近なところで相談や支

援を受けられる体制づくりを行います。 

○住民は、地域で情報交換や相談できる場を作ることが望まれます。 

（５）高齢者の雇用促進 

シルバー人材センターの積極的な活用と高齢者の雇用を促進します。 

○市は、シルバー人材センターを支援し、高齢者の雇用を促進します。 

（６）障害者の就労支援 

障害者の働く場所の確保と就労に向けた訓練支援、併せて地域での住まいを確

保できる環境づくりに努めます。 

○市は、佐倉市障害者計画に基き、障害者の就労支援に積極的に取り組みます。 

○住民は、障害者に対する理解を深め、地域での交流を通じ、互いに住みやす

い住環境を作ることが望まれます。 

（７）障害者の集いの場の確保 

障害者の相談や集いの場の確保に努め、社会的理解を得るための啓発活動を行

います。 

○市は、集いの場の確保に努め、講演会や研修会の開催を行い、地域での指導

者の育成や啓発活動を推進します。 

○住民は、それぞれがノーマライゼーションの視点に立った理解や行動を起こ

すことが望まれます。 
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基本目標２ 協働のしくみづくり 

 

１．保健福祉相談体制の整備 

相談窓口で重要なことは、相談に来た方の立場に立った丁寧な応対、そして、適

切な情報提供ができる体制の整備にあります。住民が要介護状態に陥らないように基

本健康診査や介護予防に結びつける相談体制が必要です。また、入院生活から居宅生

活への円滑な移行を考えたとき、適切な指導や情報提供を担う相談体制が必要となり

ます。 

■収集した課題の概要 
相談窓口に関する地域福祉課題には、「窓口に相談に行っても、相談内容によって、

他機関の窓口に行くように言われるなど、二度足を運ばなければならない」「個人的

な問題に対して、適切なアドバイスがもらえない」など、特に体の不自由な障害者や

高齢者にとっての窓口での丁寧な対応を求める声がありました。 

また、「自分の健康を自分で守りたいが、市の検診を受けても、どのようにすれば

生活改善につなげることができるのかわからない」「介護予防の活動をインストラク

ターの指導により自治会単位で」「介護予防のため心身気功の普及を」など、病気や

要介護状態に陥ることを予防しようとの声がありました。 

「病院から退院後、医療管理が必要な老人への関係機関の総合的なケアの充実」

を求める声があり、退院後にどのような福祉施設が利用できるのか、家に戻り療養す

るにしてもどのような福祉サービスを利用できるのかがわからないという患者や家族

の悩みが聞かれます。このように、医療機関において退院後の生活に関する相談や情

報提供がない状況がうかがえます。 

■現在の取り組み状況 
各担当課の窓口では、公的福祉サービスのメニューが紹介されている冊子やパン

フレット等が用意され、それらを活用したかたちでの情報提供を行うことで、問題の

解決につなげています。しかし、窓口に寄せられる相談には、複数の制度にまたがる

内容や、公的制度によらない地域住民の見守り等の支援が必要な場合、家族や経済的

な問題等、生活全般に関わる多様なニーズが潜んでいることが少なくありません。そ

のようなニーズに対応する専門機関として、対象者を限定せずにあらゆる相談に応じ

る「いんば中核地域生活支援センター・すけっと」、主に高齢者についてあらゆる相

談に応じる「地域包括支援センター」、障害者についてあらゆる相談に応じる「障害

者地域生活支援センター・レインボー」と「障害者生活支援センター・アシスト」、

そして子育ての相談に応じる「地域子育て支援センター」があります。この計画書で

は、これらを仮に相談支援専門機関と呼びます。市の各担当課の窓口では、相談内容

によってこれら相談支援専門機関、社会福祉協議会及び印旛健康福祉センター（保健
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所）と常に連絡がとれるような連携が求められます。 

また、佐倉市は、市内に住所を有する４０歳以上の男女を対象として基本健康診

査を実施しています。その中で、国が作成し基本健康診査で実施している「介護予防

のためのチェックリスト」の実施等に結びつくきっかけを家族や民生委員・児童委員

がつくるなど、介護予防の促進のために市民の検診受診への積極的な働きかけが求め

られます。 

入院患者が居宅に戻る過程においても、入院している間に、退院後の生活につい

ての準備が必要とされますが、医療機関において十分な相談ができないこともありま

す。医療機関との連携が求められています。 

■これからの取り組みの方向 
（１）相談機能の充実 

各課の相談窓口では、その担当課で解決できない問題でも窓口で一旦受け止め

ることができるようにし、市民の不安を解消し信頼関係を作ることに努めます。 

○市は、相談支援専門機関の相談機能等をまとめた文書を各課に備え付け、相

談を受けた課が解決できないときに相談支援専門機関と連絡がとれるように

します。 

○市は、地域住民やボランティア等が行う福祉活動が適当と思われる相談があ

った場合、社会福祉協議会の窓口や社会福祉協議会が行っている福祉総合相

談事業などを紹介します。 

○住民は、民生委員・児童委員や地区社協、自治会・町内会等で気軽に悩み事

を相談できるように、住民同士の情報交換や紹介に努めることが望まれます。 

（２）介護予防の推進 

住民が要介護状態に陥らないように介護予防事業（図 4-2 参照）につながるた

めの相談体制を整備します。 

○市は、住民に基本健康診査及び介護予防について学ぶ教室の周知を図り、介

護予防事業を推進します。 

○社会福祉協議会等は、福祉委員やボランティア活動を通じて要介護状態とな

るおそれがあると思われる方の情報を市に紹介することが望まれます。 

○住民は、民生委員・児童委員などと協力して、地域の見守りネットワークを

形成する中で、要介護状態となるおそれがあると思われる方がいた場合、市

に紹介することが望まれます。 

 

基
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リ
ス
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要介護状態と

なるおそれの

ある高齢者 

その他の 
高齢者 

介護予防のための
教室（足腰しなや
か軽やか教室等） 

介護予防について
学ぶ教室 

図 4-2 基本健康診査と介護予防事業 
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（３）退院相談の整備 

入院患者及びその家族の中には、福祉施設や在宅福祉サービスのことを知らず

に退院後の生活に不安を感じている方がいます。そのような方が、退院後の生活

の準備を安心して進めることができるように、退院後の相談が円滑にできるよう

にします。 

○市は、病院が退院の見込まれる入院患者に相談支援専門機関を紹介できるよ

うに、その情報を病院に提供します。 

 

 

 

 

２．地域福祉推進の担い手の育成 

地域福祉を推進するためには、民生委員・児童委員の育成と活動しやすい環境づ

くりが大切です。 

また、地域の様々な福祉ニーズを住民同士の助け合い、ボランティアやＮＰＯな

どの活動及び専門機関の福祉サービスにつなげられる人材の育成が望まれます。 

また、専門職としてのケアマネジャーは、要支援者が自立生活を営む上で、大き

な役割を果たしていますので、時代やニーズに合わせた知識や技術の習得が求められ

ます。 

■収集した課題の概要 
民生委員・児童委員の抱えている課題には、「民生委員・児童委員は地域の役職を

兼務することが多く忙しい」「民生委員・児童委員を頼まれるときに具体的な仕事の

内容の説明がなかった」「業務の幅が広いので十分に相談にのれない」「担当区域によ

って相談件数に偏りがある」という業務の煩雑さや役割の大きさに苦労している声が

ありました。また、「活動の内容が地域の人たちに分かってもらえない」という声も

ありました。 

地域福祉課題は、さまざまで、「一人暮しの人への訪問」「高齢者や障害者への買

い物の付き添い」など地域の助け合いやボランティア活動で解決できるものもあれば、

「家庭内の介護力の不足をどう補ったらよいかわからない」という公的福祉サービス

の必要を示唆する課題もあります。一方、「日ごろ行っている福祉活動の中で、各団

体がばらばらに集まり会合を行っている現状であります」という地域の福祉活動に関

する課題もあります。これらのことから、何らかの支えが必要な方に対し、さまざま

な地域の福祉活動を調整し、必要に応じて専門機関を紹介することが課題といえます。 

ケアマネジャーに関しての住民の声には、「介護サービス事業所の情報が少ないの

で緊急の場合にサービスが利用できない」「施設によってサービス内容が違うのに説

明してもらえない」「頼んでも忙しいと断られることがある」などがありました。 
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■現在の取り組み状況 
民生委員・児童委員については、市内８地区に民生委員・児童委員協議会が組織

され毎月定例会が行われています。そこでは、行政からの福祉情報の伝達、情報交換、

事例検討などを行い住民との係わり方について互いに学びあっています。また、県や

民生委員・児童委員協議会などが研修を実施しています。民生委員・児童委員の任期

は三年で、市は、改選の際、推薦母体である地域に民生委員・児童委員の職務内容の

説明を行っています。その職務内容が地域の方に理解していただけるような取り組み

と地域の実情に応じて業務の負担が偏らない担当区域の設定が求められます。 

社会福祉協議会は、ボランティアセンターを設置し、ボランティアコーディネー

ターがボランティアの紹介を行っています。介護認定を受けた方の公的福祉サービス

の調整は、主にケアマネジャーが担っています。前述の相談支援専門機関（４０ペー

ジ参照）の中には、民間の福祉活動と公的福祉サービスの調整をする業務を行ってい

るところがあります。しかし、これからは、地域に密着した形で何らかの支えを必要

とする方の相談にのり、自治会・町内会等、民生委員・児童委員、ボランティア団体、

ＮＰＯ、地区社協及び社会福祉法人等の福祉活動を調整することにより生活支援を行

い、それで解決できない場合は相談支援専門機関につなげることができる人材の育成

が求められます。 

ケアマネジャーについては、所属組織の違いや経験が浅いなどの理由で要支援者

が受け取る情報に偏りが見られます。千葉県介護支援専門員協議会及び印旛郡市介護

支援専門員協議会で研修会や情報交換が行われているので、ケアマネジャーはこれら

を活用することが望まれます。 

■これからの取り組みの方向 
（１）民生委員・児童委員活動の充実 

地域福祉を実践している民生委員・児童委員の活動しやすい環境を整えます。 

○市は、地域の実情（広さ、世帯数、支援世帯の状況など）に応じて民生委

員・児童委員の担当区域の見直しを行います。 

○市は、民生委員・児童委員の推薦母体である地域（自治会・町内会等）にそ

の職務内容の周知を図ります。 

○自治会・町内会等は、地域住民に民生委員・児童委員の職務内容の周知につ

いて協力することが望まれます。 

○民生委員・児童委員協議会は、研修会及び定例会を充実し、市は事務局とし

てそれを支援します。 

（２）地域福祉コーディネーター（仮称）の設置の検討 

何らかの支えを必要とする方に、自治会・町内会等、民生委員・児童委員、ボ

ランティア団体、ＮＰＯ、地区社協及び社会福祉法人等の福祉活動を調整するこ

とにより生活支援を行い問題解決に努め、それで解決できない場合は相談支援専

門機関を紹介する地域福祉コーディネーター（仮称）（図 4-3 参照）を小域福祉
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圏ごとに設置することを検討します。 

 

（３）ケアマネジャーの研修の支援 

利用者の立場に立った適切な介護サービスの提供を行うために、ケアマネジャ

ーの研修を支援します。 

○市は、必要に応じて印旛郡市介護支援専門員協議会が行う研修に講師を派遣

します。 

○ケアマネジャーは、自らが所属する協議会等を活用して研修や情報交換を行

うことが望まれます。 

 

何らかの支え
が必要な方 
 

自治会・ 
町内会 

民生委員・
児童委員 

社会福祉 
法人 ＮＰＯ 

地区社協 

ボラン 
ティア 

地域福祉コーディネーター（仮称） 
何らかの支えが必要な人に地域の福祉活動をつなげ、
それで解決できない場合相談支援専門機関を紹介する 

中核地域生活支援センター 
     

地域包括支援センター 

障害者生活支援センター 地域子育て支援センター 

相談支援専門機関 

 
福祉活動
の調整 

紹介 

管轄：佐倉市 

管轄：印旛郡 

ニーズ 

図 4-3 地域福祉コーディネーター（仮称）のイメージ 
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３．地域福祉推進の体制づくり 

さまざまな地域福祉課題に対応するには、市、社会福祉協議会、社会福祉法人、

関係行政機関、福祉サービス事業者、ＮＰＯ、ボランティア、自治会・町内会等、民

生委員・児童委員、地区社協及び市民等がそれぞれの組織が持つ特性を活かし、連

携・協働できる体制を整えることが大切です。 

■収集した課題の概要 
地域福祉推進の体制に関して、市民により本計画に関する各種検討を行うべきと

の声がありました。 

また、地域福祉推進のためには、市の関係課間の連携が重要であること及び市と

社会福祉協議会の協働体制を進める必要があることが指摘されています。 

収集した生活課題のうち市と民間が協働して取り組むべき課題が６２６課題あり

ました。その課題をもとに佐倉市地域福祉計画と佐倉市地域福祉活動計画でそれぞれ

取り組みの方向が計画化されましたが、両計画において、お互いがどこまでを担当す

るのか、どういう役割を果たすのか議論が尽くせなかったので今後も議論する必要が

あると指摘されています。 

これらに関連して、タウンミーティングでは、「官と民が話し合いをしながら歩み

寄って市民のためになることをしていただきたい」「大小ある行動目標全てを計画期

間内に実現するのは困難で取捨選択は必要と思うが、小さい課題もいつか実現すると

の期待は持ち続けたい」「福祉圏を定める場合は市民協働と同じ圏域となるよう配慮

してください」「範囲が広いが身近な問題のため痛いほど切実に感じる。今後の経過

をふまえて、小さな事例からの積み重ねにより最大の結果を望みたい」「行政は総論

賛成、各論反対とならないよう取り組んでほしい」との意見がありました。 

■現在の取り組み状況 
庁内の関係課の連携に関しては、複合的な福祉課題を抱えた対象者について児童、

高齢者、障害者、生活保護等の異なる担当が一緒に家庭訪問をしたり、情報の交換、

各種庁内の会議などを行っています。地域福祉推進のためさらなる連携が望まれます。 

市と社会福祉協議会の関係では、社会福祉協議会が行う事業の多くが市との協働

によるものと言えます。例えば、ボランティア講座の開催、敬老会などの委託事業、

財政支援、事業支援、またそれぞれが設置する委員会等にお互いが参加するなどです。 

今回、佐倉市地域福祉計画と佐倉市地域福祉活動計画をお互いの策定組織が連携

して策定してきました。そこでは市と民間が協働して取り組むべき課題について議論

を重ねてきました。これからも引き続き関係者が議論する場が求められます。 

■これからの取り組みの方向 
（１）佐倉市地域福祉計画推進委員会の設置 

計画の進行管理・評価を行う機関（第５章参照）を設置します。 

○市は、市民参加のもとに「佐倉市地域福祉計画推進委員会」を設置します。 
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（２）庁内における関係課の連携 

庁内における地域福祉推進の関係課間の連携を強化する機関を設置します。 

○市は、地域福祉推進の関係課により構成される「佐倉市地域福祉計画庁内検

討会」（第５章参照）を設置して、さまざまな地域福祉課題の解決に関係課が

連携して取り組みます。 

（３）社会福祉協議会との協働体制の推進 

社会福祉協議会との協働体制を推進します。 

（４）地域福祉推進会議（仮称）の設置 

佐倉市地域福祉計画と佐倉市地域福祉活動計画に共通する課題及びそれに対す

る取り組みについて検討する組織（以下、「地域福祉推進会議（仮称）」とい

う。）の設置に努めます。 

○市は、「地域福祉推進会議（仮称）」の設置に向けて、市民及び地域福祉に係

る各種団体に参加を呼びかけます。 

○市及び社会福祉協議会は、「地域福祉推進会議（仮称）」の庶務を行います。 
 

 
※ 地域福祉推進会議（仮称）は、佐倉市地域福祉計画（左側の円）と佐倉市地
域福祉活動計画（右側の円）が重なった部分について検討する。 

 
 

 

 

 

 

地
域
福
祉
推
進
会
議
（
仮
称
） 

佐 倉 市 地 域 福 祉 計 画 佐倉市地域福祉活動計画 

・佐倉市地域福祉計画推進委員会 
・佐倉市地域福祉計画庁内検討会 

佐倉市地域福祉活動計画
の進行管理等を行う機関 

意見を述べる 意見を述べる 

図 4-4 地域福祉推進会議（仮称）の関係図 
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４．地域福祉推進の資源・財源の確保 

地域福祉推進において、あらゆる福祉問題を解決していくためには、公的サービ

スだけでは担いきれないという現状があり、住民等による地域福祉活動の必要性は増

しています。住民等による地域福祉活動を活発に展開していくためには、活動の場や

拠点、資金を確保し、活用できる環境を整えることが大切です。 

■収集した課題の概要 
地域福祉を推進する場や拠点に関する地域福祉課題には、「日常の心配事相談が気

軽に出来るところが近くに欲しい」「世代間交流や高齢者同士の集いが近くにあれば

出かけられる」「高齢者が普段着のまま出かけられる場所や機会がない」というよう

に、地域でのサービスを利用する立場からの日常の生活圏における福祉活動場所の確

保についての要請がありました。また、「三世代交流の場（世代を超えて付き合える

地域のたまり場）が欲しい」「ボランティアが集まれる場所がない」というような地

域でのサービスを提供する側からの要請もあります。「小中学校と地域が連携して行

動計画を実施して欲しい」「地域で行事をするための場所がない」などという、具体

的な小中学校の余裕教室の利用やＰＴＡ活動や小中学生の福祉活動と地域福祉活動と

の連携を想定させる声、自治会の集会所の利用が困難な状況が読み取れるような声が

ありました。 

市民等による地域福祉活動の財源に関して、佐倉市地域福祉計画の策定に携わっ

た委員の中から「多様な地域福祉活動を活発化させ血の通った地域福祉を展開するた

めには新たな資金源が必要である」「ボランティア・ＮＰＯ等の活動が多くの市民の

参加を得て先細りとならないようにするには、非営利有償活動化や活動資金確保の工

夫が必要である」という意見がありました。 

■現在の取り組み状況 
地域福祉活動の拠点として代表的なものは、社会福祉センター（社会福祉協議

会）と地域福祉センターがあります。そのほかに公民館、コミュニティセンター、老

人福祉センター、老人憩の家、老幼の館などがあります。これらの施設は地域によっ

ては利用する市民が通うのには、距離が遠すぎたり数に限りがあります。自治会・町

内会等の集会所もありますが、地域の福祉活動を行う拠点とするのには、安定的に場

所が確保できない、借りる上で費用が捻出できない等福祉サービスを提供する側と利

用する側に不便が生じています。小中学校の施設は市民のスポーツ及びレクリエーシ

ョン、学習その他公共活動の場として開放されていますが、常時、市民が出入りする

地域福祉活動の拠点として使用することができません。住まいの近くにあるという条

件を満たしていることから、福祉目的での使用を求める声があります。 

市民等による地域福祉活動の支援に関して次のような取り組みがあります。 

市は、「佐倉市市民協働の推進に関する条例」に基づき、あらかじめ市に登録した

「市民公益活動団体」が行う事業で市が連携可能なものに対し、一定の条件のもとで
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支援を行っています。また、地域の皆さんの自主的な参加による地域福祉活動を推進

し地域コミュニティの構築を目指すため、ＮＰＯ法人、ボランティア団体、社会福祉

法人等が地域福祉活動を始めるきっかけとして新たな事業を実施する場合に、補助金

を支出する「佐倉市地域コミュニティづくり推進事業」を行っています。社会福祉協

議会は、ボランティアグループの活動に対し助成金を交付しています。 

これらの支援策のほかに工夫を凝らした財源確保の手段が求められます。 

■これからの取り組みの方向 

（１）既存施設の地域福祉活動拠点としての有効活用 

学校施設等の既存の公共施設を有効活用して、地域住民の福祉活動に活用する

ことを推進します。 

○市は、地域福祉センター等の市が所有する公共施設を地域住民の福祉活動に

提供します。 

○市は、小中学校の余裕教室を福祉目的に使用すること（利用者が身軽に参加

し、自らも社会に貢献できる喜びを体験できるように、常時オープン出来る

ような運営）について、関係者と話し合います。 

○市は、コミュニティ活動の拠点として、自治会・町内会等の集会所の建築・

改修に対して資金援助します。 

○住民は、自ら管理する自治会・町内会等の集会所が、地域コミュニティ活動

の一環として行う、地域福祉活動の場や拠点として有効活用できるように話

し合うことが望まれます。 

（２）地域福祉活動への支援 

市民等による地域福祉活動を支援します。 

○市は、「佐倉市市民協働の推進に関する条例」の理念に基づき、市民等による

地域福祉活動を支援します。 

○市は、「佐倉市地域コミュニティづくり推進事業」に基づき、市民等による地

域福祉活動を支援します。 

（３）新たな地域福祉活動財源の検討 

市民等による地域福祉活動の新たな財源について、地域通貨制度や市民の寄付

による地域福祉基金の創設を検討します。 
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基本目標３ 交流と支え合いの地域づくり 

 

１．地域福祉ネットワークづくり 

地域に住むみんなが手をつなぎ、ともに地域の課題を解決できるようにするには、

住民同士の助け合いや団体間のネットワーク化を促進し、公的な福祉サービス等が受

けられるように地域で見守っていくことが重要です。 

■収集した課題の概要 
地域福祉ネットワークに関する地域福祉課題には、「ボランティア団体や学校、Ｐ

ＴＡ、子ども会、老人クラブ、町内会、民生委員・児童委員などがばらばらに福祉活

動を行っている」「子ども、障害者、高齢者などを守るため、また、盗難防止のため、

防犯組織の結成等を提案している」「今ある地域に分散している既成の社会資源間の

ネットワークが整備されていない」など、組織の横のつながりを望む声がありました。

また、「子育ての孤立化を防ぎ、子どもや高齢者などの見守りをするための支援ボラ

ンティアがほしい」など、既存する地域団体の問題やボランティアに期待する声など

がありました。 

■現在の取り組み状況 
現在の地域福祉ネットワークに関する取り組み状況は、様々な福祉団体、社会福

祉協議会、福祉事業所、ＮＰＯ、ボランティア団体、親の会、自治会、民生委員・児

童委員等の団体がそれぞれ目的に沿って活動を行っています。地区社会福祉協議会は、

市内を１４地区に分けて地域に密着した活動を行っています。また、民生委員・児童

委員は、市内８地区に民生委員・児童委員協議会を組織して活動を行っています。そ

れぞれの団体間は、連携を図り活動していますがネットワーク化はされていません。 

また、子どもや高齢者などが安全に暮していくために、市では児童虐待防止ネッ

トワーク会議等を開催して子どもの安全対策を図っています。また、高齢者に対して

は、現在、虐待防止ネットワークを立ち上げる準備をしています。今後は、子どもや

高齢者などを地域で見守り活動をするネットワークづくりが必要です。 

地域諸団体の活動は、高齢者ふれあいサロンや高齢者ふれあい配食サービス、マ

マの１００円喫茶など、様々な形で各地に広がっていますが、まだ地域によって偏り

が生じています。今後各地域に広がって、より多くの市民が参加できるよう情報の発

信や、ボランティアの担い手育成の支援など、ボランティア活動するための環境づく

りをすすめることが重要です。 

■これからの取り組みの方向 
（１）地域福祉ネットワークの設置 

子ども、高齢者、障害者等への生活支援及び見守り活動をしている人たちのネ

ットワーク化を地域ごとに進めます。 
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〇市は、住民が設置する地域福祉ネットワークに対して千葉県地域福祉支援計

画に基づく地域福祉フォーラム設置支援事業等を活用して支援します。 

〇住民は、自治会など既存の地域福祉団体を活用して地域福祉ネットワークを

組織し、地域で福祉課題を解決する見守り体制をつくることが望まれます。 

（２）ボランティアの充実 

ボランティア団体の育成及びその活動を支援します。 

〇市は、ボランティア活動が活発化するように担い手育成講座などの充実を図

ります。 

〇社会福祉協議会等は、地域の実情にあったボランティア活動ができるような

コーディネーターや、担い手の育成など更なる充実が望まれます。 

〇住民は、ボランティア活動などの積極的な参加及び促進をすることが望まれ

ます。 

 

 

２．地域での交流の推進と生きがいづくり 

地域において子どもから高齢者までさまざまな年代の人や立場の人が交流し、生

きがいとなるようなことを見つけることで、いきいきと自分らしく暮せる地域社会を

目指します。 

■収集した課題の概要 
地域での交流の推進と生きがいづくりに関する地域福祉課題には、「高齢者の生き

がいとなる学習や趣味を続けていく機会がほしい」「高齢者に働く場を作れば自立を

助けることにつながる」など高齢者の生きがいや雇用についての声が寄せられました。

また、「障害者の日常的な交流の場所が、通所施設のみで、日常的生活圏である居住

地の近隣にない」「ふれあいサロンなどに、誰もが参加できる場所が必要である」「安

心安全な、子どもの遊び場の確保が必要である」「子どもと地域の交流を積極的にし

てほしい」「世代間交流のできる機会がない」というような、だれもが気軽に集まれ

るたまり場や子どもと地域の交流、異世代の交流を望む声がありました。そのほかに

「佐倉市に対する地域愛を深めて欲しい」というような声がありました。 

■現在の取り組み状況 
各種サークルや同好会、高齢者を対象とした市民カレッジ等が公民館等を中心に

活動をしており、生涯学習に取り組む機会が増えています。また、高齢者の雇用を斡

旋するシルバー人材センターでは、働く場を提供しています。 

保育園では、乳幼児の親子が遊んだり交流できる場として園庭開放をしています。

また、児童センターや老幼の館では、子どもが健全な遊びを通し情操を豊かにすると

ともに、地域の子育てを支援する拠点として利用されています。そのほか子育て支援

センターを含めた市内の児童福祉施設では、子どもと大人が地域での交流をはかるた
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めに異世代間ふれあい事業を実施しています。 

現在、市内の小中学校が授業の中で「佐倉学」として地域の自然や歴史、功労者

等の地域に密着した内容を学習する時間をもうけて、地域を愛する心を育む取り組み

をしています。 

■これからの取り組みの方向 
（１）生きがいづくりの充実 

高齢者の生きがいや仲間づくりを促す生涯学習の場と機会を増やします。 

〇市は、団塊の世代の多くの方が退職を迎え、これから先、地域の牽引役とし

て今まで培った経験や技術、アイデアなどをいかし、多方面で活躍できるよ

うな生涯学習の場と機会を増やします。 

〇住民は、地域づくりの担い手となる高齢者のやりがいや生きがいを感じられ

る集まりの場や機会をつくることが望まれます。 

（２）交流の場の充実 

子育て中の親、障害者等がともに生き交流できる場と機会を増やします。 

〇市は、相談の必要な子育て中の親や高齢者、障害者が交流する場や機会を増

やします。 

〇社会福祉協議会等は、障害者が気軽に参加できるふれあいの場をつくること

が望まれます。 

（３）異世代交流の充実 

子どもから高齢者までの異世代が交流できる場と機会を増やします。 

〇市は、子どもから高齢者までの誰もが参加しやすく、交流できるような環境

の整った場をつくり、お互いの関心や理解が図れるような機会を増やします。 

〇社会福祉協議会等は、異世代交流できるような催しを開き、住民の積極的な

参加を呼びかける事が望まれます。 

（４）郷土愛による地域づくりの推進 

佐倉の歴史・自然・郷土ゆかりの先覚者など、恵まれた教育資源を学んで、郷

土佐倉に対する誇りや愛着を育み、人づくりに生かしていく「佐倉学」を推進し

ていきます。 

〇市は、地域住民が郷土愛を深め、地域づくりや地域福祉に積極的に参加でき

るように効果的な講座などの取り組みを進めます。 

〇住民は、地域行事や地域活動等を通じ、子どものころから郷土愛を深めるこ

とが望まれます。 
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３．福祉、保健意識を高める 

地域で福祉課題に直面したときに、適切な対応ができるよう日ごろから福祉につ

いて関心を持つことが重要です。子どもの頃からの福祉体験やボランティア体験を重

ねていくことが、福祉のこころを育て、福祉教育にもつながっていきます。 

また、保健意識を高めるためには、生涯を通じて健康に過ごすという観点から、

子育て中の家庭、思春期の子どもたちを地域で支えていく必要があります。特に子ど

もの薬物や喫煙、アルコールなどの健康障害については、関係機関や団体と連携・協

力を図りながら保健意識を高めていくことが重要です。 

■収集した課題の概要 
福祉、保健意識に関する地域福祉課題には、「地域福祉に対する関心が薄い」「地

域で困っている人を見て見ぬ振りをする」「ノーマライゼーションに対する意識が低

い」など福祉、保健意識が低いことを指摘する声がありました。また、「学校教育の

中でも、特に福祉教育、健康保健教育（薬物、喫煙、エイズ等）を充実させて欲し

い」など子どものうちから福祉、保健について学ぶことの重要性を指摘する声があり

ました。 

■現在の取り組み状況 
市では、広報紙「こうほう佐倉」や佐倉市ホームページ、ケーブルテレビなど、

さまざまな方法により福祉、保健の施策や市民講座の案内を行っています。 

健康管理センターや公民館等では、健康教室等を開催し、生活習慣病の予防や健

康についての正しい知識の啓発普及に努め、健康の意識を高めています。 

小中学校では、福祉意識を高めるために、地域の敬老の集い参加や高齢者福祉施

設の訪問を通じ高齢者との交流を深めています。また、保健意識を高めるために、薬

物、喫煙、エイズ等の危険性について指導が行われています。 

■これからの取り組みの方向 
（１）福祉意識の向上 

学校や地域における福祉講座やボランティア教育、福祉教育の一環として人権

講座を推進することで、助け合いの心やボランティア参加意識を養い、福祉意識

を啓発します。 

〇市は、子どもから高齢者まで参加できるような市民講座を開き、地域福祉を

推進することの意義やボランティアに積極的に参加する人が増えるよう啓発

活動をします。 

〇社会福祉協議会等は、ボランティア講座を開いたり、ボランティア募集の情

報を提供することが望まれます。 

（２）保健意識の向上 

健康づくりや薬物、喫煙等による健康障害について、未成年者を含む市民が学
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ぶ機会を提供します。 

〇市は、健康づくりのための市民講座や学校教育を充実させ、市民一人ひとり

が家庭や地域の中で健康づくりに取り組みやすくするための支援を行います。

また、地域において未成年者が薬物や喫煙等に手を出さないよう見守り体制

の整備を支援します。 

〇住民は、地域で子どもを育てるような気持ちで、未成年者が薬物や喫煙等に

手を出さないように見守ることが望まれます。 

 

 

４．健全な子育て支援の充実 

健全な子育て支援の充実を図るには、子育てへの不安や子育てに伴う孤立感、育

児の負担、子育てと仕事の両立といった保護者の子育てについて障害を取り除くこと

が必要です。そして、保護者が子育ての意義や喜びを感じるとともに、保護者自身が

成長していくこと等に配慮して支援に力をいれることが大切です。 

また、地域における声かけなど、子育てを地域全体で支えていくことも望まれま

す。 

■収集した課題の概要 
子育て支援に関する地域福祉課題には、「子育てに困ったときにどこへ相談したら

よいかわからない」「子どもと地域の交流の場が欲しい、学童保育を充実して欲しい」

「児童手当や保育園費など経済的支援をして欲しい」「放課後の健全育成の活動の場

が欲しい」「子どもの安全安心の遊び場の確保をして欲しい」「安心して子育ての出来

る環境整備が必要」「父親教室、母親教室を開催して欲しい」「病後児保育をして欲し

い」など子育てに対する不安や、子どもの活動の場の充実、健全育成などについての

声が多くありました。 

■現在の取り組みの状況 
市では、子育てに関する施策として、将来を担う大切な子どもたちが健やかに生

まれ育成されるよう、またあらゆる環境の整備が図られるように、「佐倉市次世代育

成支援行動計画」や「佐倉市健康増進推進計画 健康さくら 21」等の計画を策定し、

これに基づき子育ての支援策を推進しております。また、地域と行政が連携して青少

年を育てるまちにすることを目標に、「佐倉市青少年育成計画」を策定して健全育成

を進めております。この中で、保育園や学童保育などで子育てをしていくための支援

を行っています。しかしながら、施設の数は十分とは言えず、より充実していくこと

が求められています。 

子育ての相談については、健康管理センターや保健センターなどで実施している

各種の育児相談や健診、地域に設置されている児童センターや保育園の園庭開放、ま

たＮＰＯ等の子育ての団体が実施する子育て支援事業などの交流等を通じ育児の不安
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解消を図っております。さらに、父親の子育て参加については、あらゆる機会を通じ

て参加できるよう積極的に推進していくことが重要です。 

■これからの取り組みの方向 
（１）子育て支援 

育児で悩みを抱えている母親の相談等を行い、子育て支援を充実します。 

○市、社会福祉協議会等は、子育て中の母親が、悩みを一人で抱え込まないよ

うに、同じ子育て中の母親との交流を行える場の提供と内容の充実に努めま

す。 

○住民は、地域の中で育児等の相談を気軽にできる場を利用し、子育ての悩み

や不安を解消することが望まれます。 

（２）学童保育等の充実 

子どもの健全育成のための学童保育等の充実を図ります。 

○市は、現在の学童保育をより子どもにとって安心できる環境に内容を充実さ

せ、新たな学童保育の場の確保を図ります。 

○市、社会福祉協議会等は、ボランティア教室などを開催し、積極的に子ども

の参加を呼びかけ、福祉意識の向上により健全育成を図ります。 

○住民は、子どもの健全育成のために地域での見守りや声かけ等を実践し、地

域全体で子育てをしていくことが望まれます。 

（３）父親の子育てへの参加 

少子化対策や女性の社会参加のために、子育ての大変さを父親も理解し、積極

的に子育てに取り組める事業を促進します。 

○市は、マタニティクラス事業などを充実させ、父親の子育てへの参加と理解

を促します。 

○住民は、父親がマタニティクラス事業などで子育てについて学習し、子育て

へ積極的に参加することが望まれます。 

（４）病後児保育の充実 

病児の回復期における日中保育対策として、医療従事者(看護師等)による病後

児保育を進めていきます。 

○市は、保育園で、病児の回復期における日中保育が行えるよう推進します。 
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基本目標４ 分かりやすい情報のしくみづくり 

 

１．分かりやすい情報と利用しやすい窓口 

地域に暮らす誰もが、福祉サービスを必要とするときに適切な情報を得られるよ

うに、広報や佐倉市ホームページ等の情報提供のしくみを整備します。また、悩みや

不安など、どんな相談でも受けとめ、分かりやすく説明してくれる相談窓口を整備す

ることが大切です。 

■収集した課題の概要 
情報提供に関する地域福祉課題には、「どのような福祉サービスがあるか市民に認

知されていないことが多い」「福祉サービスの受け方が十分に知られていない」「申請

しないとサービスが受けられないということを知らない高齢者が多い」などがあり、

情報が伝わらないため福祉サービスに結びついていないことがうかがえます。 

「困ったときに、どこに相談すればよいのか分からない」「情報が本当に必要な対

象者に届いていない」など、福祉サービスの存在自体が知られていない事例や必要な

人に情報が届いていない事例が見られます。 

「聴覚障害者は、コミュニケーション障害であることへの理解を」など通常の手

段では情報が伝わりにくい方への情報提供に関する課題が見受けられます。 

また、「防災行政無線 防災さくら」について、「放送が聞きづらい」「放送を聞き

逃したときの対応をどうするか」という課題があります。 

■現在の取り組み状況 
市の各施設では、こうほう佐倉や各種パンフレットを配布しております。また、

自治会の回覧等での配布や掲示板での情報（各種福祉サービス、健康診断のお知らせ、

健康体操、介護予防教室の開催、市民カレッジ等）を提供しています。 

市の各窓口（関係各課、地域包括支援センター、子育て支援センター、地域保健

福祉センター等）等では、福祉サービスの情報の説明、利用についての相談を行って

おります。具体的には、日常生活用具の費用一部補助、点字や手話通訳などの福祉サ

ービスの援助を行っております。介護保険課に福祉部総合案内を設置し来客に対応し

ております。 

「障害者地域生活支援センター・レインボー」「障害者生活支援センター・アシス

ト」「地域介護相談センター」「中核地域生活支援センター・すけっと」や佐倉市社会

福祉協議会などの民間においても相談窓口を設置しています。 

市は、防災行政無線、佐倉市ホームページで防災、気象や災害に関する情報を伝

えています。また、聞き逃した方のために、放送内容の携帯電話メール返信の登録サ

ービスを行っています。 
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■これからの取り組みの方向 
（１）分かりやすい情報の伝達と広報 

福祉サービスを必要としている人に適切なサービスが提供されるように分かり

やすい広報を行います。 

○市は、どこに、どのような福祉サービスがあるのかが正確にわかる情報、必

要な人が確実に利用できる情報が提供されるように、こうほう佐倉、佐倉市

ホームページ、チャンネルさくら、パンフレットなどの広報を充実します。 

○市は、佐倉市社会福祉協議会と協力して点字、朗読サービスを充実します。 

○市は、佐倉市ホームページに音声読み上げシステムの導入を検討します。 

○市は、チャンネルさくらの字幕スーパーについて検討します。 

○市は、防災行政無線防災さくらの使用方法について研究します。 

（２）総合案内 

市民の立場に立った分かりやすい総合案内の体制を推進します。 

○市は、来庁者の需要に応じて担当課の窓口に案内できるよう、福祉部総合案

内のありかたについて人員の配置を含め研究し、その整備に努めます。 

（３）窓口間の連携 

庁内の窓口同士の連携を図り、利用しやすい窓口づくりを推進します。 

○市は、保健・医療などの関連する情報、福祉サービスの情報、民間福祉事業

やＮＰＯ・ボランティア活動などの収集に努め、各課の情報共有化を図りま

す。 

○市は、各課の窓口の相談体制を充実し専門的な要望に応えます。また相談が

複数の課に及ぶ場合、窓口間の連携を密にしてスムーズに相談を受けられる

体制をつくります。 
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２．安全を守る情報のしくみ 

安全を守るためには的確な情報提供と安否確認が必要です。そのためには、確実

に避難や援護の情報を相互に伝えるしくみが不可欠です。また、災害時のみならず、

普段から地域において助けあい、支えあうためにも、ひとり暮らしの方、高齢者世帯

並びに障害者世帯の情報、及び虐待の情報を、地域において社会福祉の関係者が共

有・管理し対応できるしくみを作る必要があります。 

■収集した課題の概要 
情報収集に関する地域福祉課題には、「福祉サービスの受け手の状態の把握が出来

ていない」というものがあります。個人情報保護の観点から、福祉関係者に要援護者

の情報がなかなか伝わらない状況があります。また、「虐待などは家庭の外に情報が

伝わりにくい」「民生委員・児童委員が担当地域内の世帯の実情を把握できない」「一

人暮らしの高齢者や地域とのかかわりが希薄な方の安否確認が出来ていない」など、

情報の把握や関係者間の情報共有化が難しいという課題があります。 

緊急時に備え、要援護者等の情報の管理と共有のためのしくみを平時から検討す

る必要性が指摘されています。 

■現在の取り組み状況 
市は、福祉サービス利用者や窓口に相談に来られた方について、各課で情報を収

集しております。民生委員・児童委員は、担当区域内の住民の生活や福祉ニーズの日

常的な把握に努めています。市は、水害、災害が想定される地区で一人で避難するこ

とが難しい高齢者、障害者の方の安否確認のため、福祉部に要援護者避難援護班を設

置しています。 

市全体としては、災害、水害時に対処するため、防災活動(第一次配備から第五次

配備まで)、水防活動(水防班) 、災害時要援護者避難援護（福祉部災害時要援護者避

難援護班）を行っています。交通防災課では、災害情報などの緊急のお知らせを携帯

電話に配信するサービスを行っております。また、佐倉市防災地図（５９ページ図

4-7 参照）を作成し公表しております。 

緊急時の通報システムとしては、佐倉市・八街市・酒々井町消防組合において、

６５歳以上の一人暮らし、または二人暮らしの方を対象に緊急通報登録を平成１４年

４月から行っております。 

災害時要援護者の避難支援については、情報共有の取り組みについて検討を始め

ております。佐倉地区民生員・児童委員協議会では、同意方式による取り組みを始め

ております。また、以下に述べますとおり、本計画では手上げ方式による取り組みを

想定しております。なお、将来的には、内閣府「災害時要援護者の避難支援ガイドラ

イン」を参考にしながら、関係機関共有方式をベースに同意方式、手上げ方式と連携

を図る方向で研究してまいります。 
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■これからの取り組みの方向 
（１）災害時要援護者の登録 

災害時に災害時要援護者が見逃されないようにするため、災害時要援護者の登

録制度を作ります。 

○市は、本人又は家族からからの申し出（手上げ方式）等による災害時要援護

者の情報を登録する制度を作ります。 

 
図 4-5 災害時要援護者の登録制度の想定図 

（２）災害時の情報システム作り 

災害等が発生した時の対応と救済が図れるよう、高齢者、障害者など災害時要

援護者の安否確認と避難情報が的確に伝わるようなしくみづくりを進めます。 

○市は、災害等が発生した場合に地域住民による災害時要援護者の安否確認が

できるよう、市が保有する災害時要援護者の個人情報を地域の防災組織に提

供する方法について検討します。 

○市は、災害等が発生した場合に、その情報が災害時要援護者に迅速に伝わる

ような連絡のしくみを作ります。 

 

図 4-6 災害時情報システムの想定図 
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図 4-7 佐倉市防災地図 
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第４章 どのように地域福祉を推進していくのか 

- 60 - 

３．自己決定を支える権利擁護 

誰もが地域で主体的に生活していくためには、正確で必要な情報を活用して福祉

サービスを利用していくことが必要です。ところが、このような情報の提供があって

も、障害や加齢に伴う疾病等により判断能力が十分でない方については、安心して自

立した地域生活を送ることができない恐れがあります。 

■収集した課題の概要 
近年、精神上の障害（認知症、知的障害、精神障害など）により判断能力が十分

でない方々について、将来の生活不安、地域福祉を含む行政のサービスの利用の仕方

がわからない、 公共料金、家賃等の支払いをして欲しい、物忘れがひどくなり、証

書、印鑑や預金通帳の置いてある場所がわからない、などの生活上の問題がでてきて

おります。 

■現在の取り組み状況 
障害福祉課、高齢者福祉課では、身寄りのない認知症の高齢者や知的な障害者が

成年後見人制度を利用するにあたり、事前の相談、申し立て、及び費用の一部補助な

どを行う成年後見制度利用支援事業を行っています。 

佐倉市社会福祉協議会では、生活上の課題に対処するため、障害や加齢に伴う疾

病等により判断能力が十分でない方を対象に地域福祉権利擁護事業を行っております。

地域福祉権利擁護事業には、①福祉サービス利用援助、②財産管理サービス、③財産

保全サービス、④弁護士、司法書士、社会福祉士紹介サービスがあります。 

■これからの取り組みの方向 
（１）権利擁護の相談体制の充実 

障害や加齢に伴う疾病等により判断能力が十分でない方が、安心して自立した

地域生活を送れるように、権利擁護の相談体制を充実します。 

○市は、成年後見制度利用支援事業（６１ページ図 4-8 参照）を充実します。 

（２）佐倉市社会福祉協議会との連携（地域福祉権利擁護事業） 

社会福祉協議会が行っている地域福祉権利擁護事業と連携します。 

○市は、社会福祉協議協議会が行っている地域福祉権利擁護事業（６２ページ

図 4-9 参照）を支援します。 

（３）福祉サービスの向上 

社会福祉事業者は、常に福祉サービスを受ける方の立場に立った良質かつ適切

な福祉サービスの提供と利用者からの苦情の適切な解決をしていくことが望まれ

ます。 

○市は、利用者の福祉サービスの利用援助の一環として、千葉県で推進してい

る第三者評価制度（６３ページ図 4-10 参照）、苦情解決制度を取り入れてい

る施設の情報の公開に協力します。 
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成年後見制度利用支援事業の概要 

 

図 4-8 成年後見制度利用支援事業の概要 

成年後見制度とは？ 

○ 精神上の障害により物事を判断する能力がない方や不十分な方について、家庭裁

判所は、本人、配偶者又は四親等内の親族などの申し立てにより、「後見開始の

審判」「保佐開始の審判」又は「補助開始の審判」を下し、本人の判断能力の程

度に応じて「成年後見人」「保佐人」又は「補助人」を選任します。 

○ 成年後見人等は、本人を代理して契約したり本人が単独で行った不利益な契約を

取り消すことができます。 

○ このようにして本人を保護する制度が成年後見制度です。 

成年後見制度利用支援事業とは？ 

○ 介護保険法や障害者自立支援法に基づく福祉サービスを利用するには福祉サー

ビス提供事業者と契約しなければなりません。 

○ 契約は、成年後見人等が本人の代理人として行うことができます。 

○ しかし、身寄りのない重度の認知症高齢者や知的障害者など、後見開始の審判

等の申し立てを行う家族がいない場合があります。 

○ このような方について、市町村長は後見開始の審判等の申し立てを行うことが

できます。 

○ これによって、身寄りのない重度の認知症高齢者や知的障害者などを福祉サー

ビスに結びつける事業を成年後見制度利用支援事業といいます。 
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地域福祉権利擁護事業の概要 

 
 

 

図 4-9 地域福祉権利擁護事業の概要 

 

○ 最近物忘れがひどくなってきた、あるいは軽い認知症になった 

○ 軽い知的障害や精神障害があり、お金の管理が不安になった 

○ 福祉サービスを利用したいけれど、手続きがわからなくて困った 

このような方が利用できます 

このようなサービスが受けられます 

○ 福祉サービスを利用、または利用をやめるために必要な手続きの代行 

○ 福祉サービスの利用料や公共料金のなどの支払いの代行 

○ 預金通帳や土地の権利書など大切な書類の保管 

○ 日常生活に必要な預金の払い戻し、預け入れの手続き など 

（１）相談 
市町村社会福祉協議会が相談窓口です 

（２）訪問 
社会福祉協議会の専門員が利用者のお宅を訪
問して、困りごとなどをお聞きします 

（３）支援計画作成・契約 
利用者の希望を確認しながら、専門員が計
画書を作成し、その計画で良ければ契約し
ます 

（４）支援の開始 
生活支援員が支援計画に基づいて定期的に
訪問し、必要に応じた福祉サービス利用援
助や、預貯金の出し入れ、支払いを代行し
ます 
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第三者評価制度の概要 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
第三者機関や評価システムに関する図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4-10 第三者評価制度の概要 

福祉サービス

事業者 

○ 保育所 

○ 児童養護

施設 

○ 乳児院 

○ 障害福祉

サービス 

(身体障害者

療 護 施 設 な

ど) 

 

以降順次拡大 

認証評価機関 

 

① 契 約 

(評価機関と事業者との間で任意に契約) 

④評価結果を事業所に説明 

・ 説明会の開催 

・ 評価結果の公表の同意 

③報 告 

②調査 

・ 調査票 

・ 訪問調査 

公表用データ

の作成 

第三者評価制度とは？ 

○ 福祉サービス事業者が提供するサービスの質を当事者（事業者及び利用者）以

外の公正・中立な第三者機関が、専門的かつ客観的な立場から評価する制度を

さします。 

制度の目的は？ 

○ 個々の福祉サービス事業者が事業運営における問題点を把握し、サービスの質

の向上に結びつけること 

○ 福祉サービス第三者評価を受けた結果が公表されることで、結果として利用者

の適切なサービス選択に資すること 

⑤県に結果を報告 

千 葉 県 
⑥ホームページで公表 

・ 事業所調査 
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第５章 計画の進行管理・評価 
 

本計画の円滑で確実な実施を図るため、計画の進行管理と評価を行っていきます。 

進行管理及び評価は、行政からの視点だけでなく、市民からの視点、福祉サービ

ス利用者からの視点、地域福祉を推進する担い手からの視点及び社会福祉法人等の福

祉サービス事業者からの視点から行なえるようにして、必要な事項を施策に反映して

いきます。 

本計画の進行管理及び評価を行うために、公募市民、福祉サービス利用者、地域

福祉を推進する団体の代表者及び社会福祉法人等の福祉サービス事業者で構成する

「佐倉市地域福祉計画推進委員会」を設置します。 

また、地域福祉推進の関係課により構成される「佐倉市地域福祉計画庁内検討

会」を設置します。 

 

（１）佐倉市地域福祉計画推進委員会 

 「佐倉市地域福祉計画推進委委員会」は、主に以下のような事項を行います。 

・佐倉市地域福祉計画に関する取り組みの進行管理及び評価 

・佐倉市地域福祉計画の策定及び見直しに関して意見を述べること 

・佐倉市地域福祉計画に関する各種検討 

・地域福祉推進会議（仮称）の意見を聞くこと 

 

（２）佐倉市地域福祉計画庁内検討会 

「佐倉市地域福祉計画庁内検討会」は、主に以下のような事項を行います。 

・計画全般の達成度を調査し、「佐倉市地域福祉計画推進委員会」に報告する 

・地域福祉推進の関係課間で地域福祉課題の共有を図り、解決にむけて連携して

取り組む 

・佐倉市地域福祉計画に関する各種検討 

・地域福祉推進会議（仮称）の意見を聞くこと 
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用語解説 

カ行 

●関係機関共有方式 

地方公共団体の個人情報保護条例において保有個人情報の目的外使用・第三者提

供が可能とされている規定を活用して、要援護者本人から同意を得ずに、平常時か

ら福祉関係部局等が保有する要援護者情報等を防災関係部局、自主防災組織、民生

委員などの関係機関等の間で共有する方式。 

(総理府「災害時要援護者の避難支援ガイドライン」より抜粋) 

●協働 

相互に独立した団体及び個人が、公共の利益に資する同一の目的をもった地域福

祉推進に係ることに対し、対等の立場で連携の上、協力し、及び協調して取り組む

こと。 

●緊急通報登録 

６５歳以上の一人暮らし、または二人暮らしの方を対象に、事前に既往歴やかか

りつけ病院、緊急連絡先などを登録していただく制度をいいます。１１９番通報を

受けた場合、迅速に対応することが出来るようになります。 

●ケアマネジャー 

介護支援専門員。居宅介護支援事業所や介護保険施設に所属し、介護保険法で認

定された要介護者に対して、介護サービス計画（ケアプラン）の作成などのケアマ

ネジメント業務、要介護認定の訪問調査の代行及び保険支給限度額管理などを行う

専門職。 

●権利擁護 

誰もが地域で主体的に生活していくために、生命と財産を守るとともに、自立を

支援し自己実現と社会参加を促す活動、考え方を指します。 

●コーディネーター 

一般的には物事の調整・まとめ役。コーディネーションを行う者。コーディネー

ションとは、援助実践の場面ではさまざまな状況を調整していくという援助者の機

能の一つとして用いられ、援助チームの調整、サービス利用者のサービスを提供す

る事業者の調整などを行うこと。 

●高齢者ふれあいサロン 

高齢者がおしゃべりをしたり、ゲームをしたりと気軽に参加できる集まり。地区

社協やボランティア団体が公民館等を利用して開催している。 
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●合計特殊出生率 

人口統計上の指標で、一人の女性が一生の間に生む子供の数を示す。 

サ行 

●佐倉学 

佐倉学とは、佐倉を学ぶことです。郷土の歴史や先人の文化を学ぶことで、地域

への理解と愛着を深め、誇りが生まれひいてはすみよい街づくりを考えられるよう

になります。 

●児童虐待防止ネットワーク会議 

市、児童相談所、保育園、小中学校、幼稚園、医療機関、民生委員・児童委員、

ＮＰＯ等が連携し、子どもの虐待を防止するための会議。 

●障害者地域生活支援センター・レインボー 

障害者が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、障害者、障害

児の保護者、障害者の介護を行う者等から相談に応じ、必要な情報の提供等を行い、

又は権利擁護のために必要な援助を行うために、佐倉市が相談支援事業を委託して

いる施設。 

●障害者生活支援センター・アシスト 

同上。 

●成年後見制度 

認知症、知的障害、精神障害などによって判断能力が十分でない方のために、財

産管理や身上監護を通して、法律上、生活上の保護を図るとともに、自己決定を尊

重しノーマライゼーションを実現しようとする制度です。保護する必要の度合いの

高いほうから「成年被後見人」、「被保佐人」、「被補助人」、「任意被後見人」に分け

られます。 

区 分 本人の判断能力 援  助  者 

成年被後見人 全くない 成年後見人 

被 保 佐 人 特に不十分 保 佐 人 

被 補 助 人 不 十 分 補 助 人 

監督人を選任することが

あります。 

 

任意被後見人 

本人の判断能力が不十分になったときに、本人があらかじめ結

んでおいた任意後見契約にしたがって任意後見人が本人を援助

する制度です。家庭裁判所が任意後見監督人を選任したときか

ら、その契約の効力が生じます。 

【成年被後見人】 

認知症や精神上の障害などにより、自分の行為の結果を理解できないような精

神状態で、正常な判断能力を持たない状態にある方をいいます。たとえば、日常



用語解説 

- 69 - 

の買い物などを自分で出来ない場合や、自分の名前や居場所等がわからない状態

です。 

【被保佐人】 

意思能力はあるが、判断能力が著しく不十分で利害を判断できない方をいいま

す。たとえば、日常の買い物はできるが、重要な財産行為は自分で適切に行うこ

とが出来ない状態です。 

【被補助人】 

軽度の精神上の障害があるため、確実に一定の行為ができるか不安のある方を

いいます。たとえば、重要な財産行為は出来るかもしれないが、適切に出来るか

どうか不安がある状態です。 

【任意被後見人】 

現在は本人の判断能力は正常であるが、将来不十分になったときに備え、あら

かじめ結んだ契約の内容に従って保護される方をいいます。なお、任意後見人は

契約に従い家庭裁判所が選任します。 

 

タ行 

●地域子育て支援センター 

市内の公立保育園に設置しています。育児不安等についての相談指導や子育てサ

ークル等への支援、異世代間交流等の積極的な実施など地域の子育て家庭に対する

育児支援を行っています。 

●地域通貨 

地域通貨は、「特定の地域やコミュニティの中で流通する価値の媒体」と定義づ

けられます。日本円などの法定通貨のように「どこでも」「何とでも」交換できる

という汎用性を持たない一方、地域通貨はボランティアや地域活動などをはじめ、

法定通貨では表現することが難しい価値を表現できるのが特長です。こうした価値

は一般に目に見えにくいものといえますが、地域通貨は、それらをわかりやすく「可

視化」することで、そうした価値の流通や交換を促進する効果があります。 

●地域福祉基金 

基金とは、ある事業・計画のために積み立てておく資金です。ここでは、市民等

による地域福祉活動の財源にあてるために積み立てておく資金を「地域福祉基金」

とします。 

例えば、市民等からの寄付金を「地域福祉基金」として積み立てて、その基金の

運用益（利息）や基金を取り崩して、地域福祉活動を行った団体に分配して活動資

金に充当することなどが考えられます。 

●中核地域生活支援センター 

千葉県では、障害の有無にかかわらず児童から高齢者まで対象者横断的な施策展
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開を図る、健康福祉千葉方式を推進しています。その一環として、福祉サービスの

コーディネート、福祉の総合相談、権利擁護等の機能を併せもち、２４時間３６５

日体制で行う「中核地域生活支援センター」を、健康福祉センターの所管区域ごと

に設置しています。 

●手上げ方式 

要援護者登録制度の創設について広報･周知した後、自ら要援護者名簿等への登

録を希望した者の情報を収集する方式。(総理府「災害時要援護者の避難支援ガイ

ドライン」より抜粋) 

●同意方式 

防災関係部局、福祉関係部局、自主防災組織、福祉関係者等が要援護者本人に直

接的に働きかけ、必要な情報を収集する方式。(総理府「災害時要援護者の避難支

援ガイドライン」より抜粋) 

 

ナ行 

●ノーマライゼーション 

すべての人が、社会で等しく普通に生活できるようにすること。 

 

ハ行 

●バリアフリー 

英語の「バリア（障壁）」と「フリー（自由な・～からのがれる）」を一緒にした

言葉で、障壁となるものを取り除き生活しやすくすること。 

●福祉部災害時要援護者避難誘導班 

消防庁防災課長通知「風水害対策の強化について（消防災第１００号 平成１７

年５月２６日）」の規定により、集中豪雨等の情報伝達及び高齢者等の避難誘導の

ため、佐倉市で組織した避難誘導班をいいます。 

●包括支援センター 

高齢者の皆さんが、住みなれた地域で安心して生活ができるように支援をおこな

う機関です。ここでは保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャーなど専門 3 職種が

連携して、介護予防ケアマネジメント、権利擁護、高齢者虐待の防止、総合相談支

援、包括的・継続的ケアマネジメント支援を行っています。 

●防災地図 

災害の危険のある地域を示すだけでなく、避難場所や避難経路などの防災情報を

含んだ地図を指します。 
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マ行 

●ママの１００円喫茶 

子育て中のお母さんを対象としたサロンで、子育て中の悩みなどを相談します。

参加費として１００円を集めてお茶を出しています。 

●無電柱化 

電線類を地中に埋めたり、家の軒下などに電線を這わせ、道路上から電線や電柱

を無くすこと。 

 

ヤ行 

●ユニバーサルデザイン 

子ども、高齢者、障害の有無に関わらず全ての人にとって使いやすい形状や機能

に考慮した設計等。 



 


